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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ポーランド 案件名：ポーランド・日本 省エネルギー技術セン

タープロジェクト（The Project on Poland-Japan
Energy Conservation Technology Centre） 

分野：エネルギー 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済開発部 協力金額：321百万円（2004、2005年度実績額合計）

先方関係機関：ポーランド省エネルギー公社

（KAPE） 

協力 

期間 

2004年７月１日～2008年６月30日 

（４年間） 

日本側協力機関：財団法人省エネルギーセンター

（ECCJ） 

他の関連協力 

１－１ 協力の背景 

ポーランド国（以下、「ポ」国と記す）は石油とガスの消費の増大に伴って、1986年以来エネルギ

ー輸入国に転じた。深刻化するエネルギー問題に対応するため同国政府は、1997年以降、エネルギ

ーの確保と産業界の競争力確保、並びに環境保護を目的にエネルギー関係の法令整備と国家レベル

のエネルギー政策目標を掲げている。 

同時に、同国政府は我が国に対してエネルギー諸法令の実効性を高めるために、開発調査「省エ

ネルギー計画マスタープラン調査」の実施を要請した。２年間にわたる同調査の結果、産業界にお

ける省エネルギー（以下、「省エネ」と記す）対策普及と実施が適切に行われていないことが明らか

になった。同調査では、省エネ法の整備と省エネルギー技術センター（Energy Conservation Technology 
Centre：ECTC）の設立が提言された。 

2001年５月に、「ポ」国政府は我が国政府に対してポーランド省エネルギー公社（Polish National 
Energy Conservation Agency：KAPE）の中にECTCを設立することを通じて、省エネ技術の普及の役

割を担わせること、省エネ活動に責任を負う人材の育成を通じて産業界のエネルギー効率の向上を

めざすことを目的とした技術協力の要請を行った。我が国の技術協力の実施機関である国際協力機

構（JICA）は、技術協力の内容を「ポ」国政府と協議するため数次の調査団を同国に派遣した。そ

の結果４年間の技術協力プロジェクトが2004年７月から開始された。 

かかる状況のもと、プロジェクトは開始以来２年３か月が経過したことから、中間評価調査団が

派遣された。プロジェクトの現状は、供与機材の設置、施設の改修、研修カリキュラム並びに研修

教材の開発が完成し、研修が開始されている。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

 「ポ」国産業界における省エネルギーが促進される。 

 

（２）プロジェクト目標 

 「ポ」国産業界が省エネルギー対策を推進し得る政府の体制がECTCに整備される。 

 

（３）成果 

  １）ECTCの運営・管理体制が確立される。 

  ２）ECTCが研修コースを実施できようになる。 



  ３）ECTCが研修修了生による実際の省エネ活動実施に対してフォローアップ支援ができるよ

うになる。 

  ４）ECTCが省エネルギー関連企業の活動を支援できるようになる。 

  ５）ECTCが省エネルギー情報を発信できるようになる。 

 

（４）投入 

  １）日本側 

長期専門家派遣 延べ４名 合計144MM 

機材供与 121,940千円（118,455千円／2004年度、3,485千円／2005年度） 

短期専門家派遣 延べ11名（2006年11月時点） 

ローカルコスト負担 17,676千円（8,784千円／2004年度、8,892千円／2005年度） 

研修員受入れ  延べ６名（2006年11月時点） 

  ２）相手国側 

カウンターパート配置 延べ13名（管理職及び技術職） 

機材購入 

土地・施設提供（事務スペース、研修施設、同建屋、電気、水道、燃料等） 

 

プロジェクトの開始が約１年遅れた2004年から開始された関係で、見返り資金によるプロ

ジェクト支援も2004年から開始されることとなり、また経済省（Ministry of Economy：MOE）
からの資金がプロジェクトに入るようになったのは、2006年からである。2004年から2006年

の間に支出された見返り資金及び、2007～2008年の間に予定されている同資金による支援は、

以下のとおりである。2004～2006年の間の支払い済みのプロジェクト資金の内容及び、2007

～2008年の間の予算は以下のとおりである。 

 

（Actual and Projected） 

Year 2004 2005 2006 2007 2008 合計 

経済省の予算 0 0 186,000 288,000 300,000 774,000 

見返り資金 67,595 196,581 165,150 0 0 429,326 

合計 67,595 196,581 351,150 288,000 300,000 1,203,326 

（Note：Polish-Japan Partnership Fund from 2004 to 2006 are the contracted values.） 

 

２．評価調査団の概要 

担当分野 氏名 職位 

団長／総括 芦野 誠 JICA経済開発部第二グループ 資源・省エネルギ

ーチーム長 

省エネルギー技術 縫部 綴 財団法人省エネルギーセンター 

国際エネルギー環境協力センター 所長 

協力企画 門屋 篤典 JICA経済開発部第二グループ資源・省エネルギ

ーチーム 職員 

調査者 

評価分析 小野澤 雅人 株式会社ピオニエ・リサーチ 取締役 

調査期間 2006年10月22日～2006年11月５日 評価種類：中間評価 



３．評価結果の概要 

３－１ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

ECTCが「ポ」国において省エネに関する日本の技術と経験に基づき情報を提供する唯一の機

関であることから、評価時点における本プロジェクトの妥当性は高いと評価することができる。

本プロジェクトは「ポ」国の産業界に対して省エネを普及させるためのショウケースとなる重

要な役割を果たしている。エネルギーの合理的な利用法を通じてエネルギー源単位を世界有数

の水準まで引き下げることができた我が国の経験は、「ポ」国への技術移転が終了すればきわめ

て重要な技術的な資産となることと考えられる。 

日本からの省エネ技術に関する技術移転は、日本が数次に及ぶ石油危機を乗り越えた経験を

生かすものであり、その妥当性は高い。「ポ」国の産業界の省エネ技術は現在より大幅な改善が

必要であり、KAPEの使命はそのような国家的な要請を満足させるものである。 

 

（２）有効性 

合同評価チームはプロジェクト目標、「「ポ」国産業界が省エネ対策を推進し得る政府の体制

がECTCに整備される」は、様々な見地から達成し始めているということを確認した。 

様々な対象者に対する研修が開始され、定期的な開催の計画が立てられている。産業界の関

係者に対してその研修を実施するカウンターパート（Counterpart：C/P）の業務遂行能力は、ほ

ぼ満足できる水準に達しつつある｡日本人専門家からの現在C/Pに対する支援は、工場診断を実

施することによって実際的な経験を積むことに重点をおいている。研修参加者への質問票の結

果から判断すると、実施した研修の有効性は徐々に向上している。 

より高度な技術水準の参加者を対象とした研修は現在準備が進められており、今後のプロジ

ェクトの実施スケジュールに従ってこれらの研修が実施される予定である。 

 

（３）効率性 

計画された成果は、投入された資源を効率的に活用して達成されつつある。両国関係者は、

討議議事録（Record of Discussion：R/D）に規定された資源をそれぞれ投入している。また、C/P
は研修施設を活用し、適切に技能と知識を習得しており、研修プログラムの準備を進めている｡

 

（４）インパクト 

プロジェクトのインパクトは、徐々に見えるようになってきたが、プロジェクト自体がまだ

半ばを過ぎたところにすぎず、その大きさはまだ限定されている。しかしながら、プロジェク

トの活動は少しずつであるがECTCの産業界での注目度と信用を向上させている。一例として、

ECTCでは産業界からの要請に基づいて工場の作業員を対象とした省エネに関する実際的な研

修を始めた。 

 

（５）自立発展性 

合同評価チームは本プロジェクトの自立発展性について現在の時点で推測することは時期尚

早であると結論づけた。KAPEが外部の財政的支援に依存しているという現状から、①現在実施

中の研修をより多様なものにしていくこと、②研修をより広範な顧客に広げていくことの２点

が、ECTCの設立を着実なものにし、同国の市場での位置を強めていくことになる。 

 

３－２ 効果発現に貢献した要因 

（１）民間企業とのパートナーシップ 

ECTCには民間企業より協力の申し込みが入っている。例えば、電球の生産を行う会社から、



通常の白熱灯を蛍光灯に交換することによって、消費電力を削減することを習得するための研

修装置が寄付されている。また、空調設備の会社からは室内温度をいわゆる「インテリジェン

ト・システム」を活用して制御する研修設備がECTCに寄付されている。これらは民間企業との

パートナーシップの一例で、このような協力関係は、ECTCの産業界における信用を高めること

に役立っている。 

 

（２）コストに配慮したプロジェクト運営 

プロジェクトの運営は節約を旨として実施されている。KAPEの財務体質は外部の資金に大き

く依存していることから、投入資源の選択及びその利用は注意深く検討されて実施されている｡

例えば、プロジェクトサイトの選定にあたっては、ワルシャワ工科大学（Warsaw University of 
Technology：WUT）との賃貸借契約を締結し同大学施設内としたことで、費用の大幅な削減を

果たすことができた。WUTとの契約のおかげで、プロジェクトに対する良いアクセスをワルシ

ャワのような大都市の中でありながらも確保することができた。また、このような場所の選定

によって、プロジェクトが車両を持つのではなく、公共交通機関の利用が可能となり、運営資

金の削減に大いに役立っている。 

 

３－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

該当なし 

 

（２）実施プロセスに関すること 

該当なし 

 

３－４ 結 論 

合同評価チームはプロジェクトが効率的かつ効果的に実施され、目に見える成果を生み出しつつ

あると結論づけた。現時点においてECTCのC/Pは、「ポ」国の産業界が必要とする省エネ技術に関す

る研修を計画・実施するに足る知識と技能を着実に身に付けつつある。研修プログラムは、様々な

テーマをカバーしており、様々な技術者を対象として順調に開始された。また、それら研修は定期

的に実施されている｡産業界からの本研修プログラムに対する関心も高まりつつある。 

本プロジェクトは、ECTCの省エネに関する能力を強化しており、実施機関であるKAPEにとって

は、EUの省エネに関する様々な政策を受け入れるために、「ポ」国の省エネに関する法的な枠組み

を改定する際に、重要な切り札となる。また、KAPEは「ポ」国の立法機関に対して、省エネに関す

る課題に対して助言を行う立場にある。本プロジェクトの実施により、ECTCが「ポ」国産業界の省

エネに関する意識向上に寄与するようになった。 

 

３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）魅力的なコースと受講者の確保に関して 

管理者向け研修とアドホック研修が順調かつ定期的に開始されたことから、全体受講者の数

が増えている。工場診断及びその上級コースは、計画されている省エネ関係法令の整備と「ポ」

国産業界の状況を反映させて実施されなければならない。また、プロジェクトの実施上の課題

は、これら２つの研修プログラムを魅力的なものとするよう準備し、いかに市場に売り込んで

いくかである。計画中の研修プログラムの工場診断コースは2006年12月から実施される予定と

なっており、工場診断上級コースは2007年の後半から実施されることとなる。 

 

 



（２）魅力的なコースの開発 

魅力的なコースの開発のために、①研修プラントを活用した実践的なカリキュラムの開発、

②受講者が参加しやすい柔軟なスケジュール、③低廉な価格設定（特に本技術協力実施中）、④

研修受講を支援するインターネット技術を活用した道具の開発、例えばインターネットを利用

した受講者のみがアクセスすることができる掲示板システムを活用して省エネに関する質問と

回答を掲載するなど、また、⑤受講者に対して省エネを普及させるための記念品等の提供をす

ることを検討することが望まれる。 

 

（３）受講者の確保 

受講者の確保に関しては、①以前開催された研修への参加者並びにWUT卒業生を対象とした

働きかけ、②オープンドア講義のより一層の実施、③KAPEによる「省エネルギーの日」の制定、

④研修受講者を対象とした追跡調査の実施とその分析に基づく継続的な研修プログラムの改

善、などが考えられる。 

 

（４）研修後のフォローアップについて 

研修後のフォローアップは省エネ技術の普及と研修ニーズの発掘、新しい研修の開発、並び

に受講生の確保のために非常に重要である。フォローアップのための追跡調査をこれまでの参

加者に対して実施し、その分析結果を可能な限りフィードバックすることが望まれる。 

 

（５）プロジェクト終了後の課題 

本プロジェクトの残り期間が約１年８か月であることから、KAPEと経済省などの関係諸機関

は、ECTCの今後の位置づけについて話し合うことが必要であると提案する｡さらに、計画され

ている省エネ法の整備に関連して本プロジェクトにより獲得することのできたECTCの能力と

機能を考慮にいれて検討すべきである。 

 

（６）ECTCへの財政的支援  

省エネ活動とその政策に関係する諸機関、特に政府機関は、ECTCが省エネに関する公的な使

命を果たすことを考慮し、その運営経費の一部をプロジェクト終了後も継続して負担すること

が期待される。 

 

（７）広報活動の強化 

研修活動の実施を通してECTCは産業界から徐々に認知されるようになってきた。プロジェク

トは今後普及活動とより広範なものとするとともに一層強化する必要がある。一例として、オ

ープンドア講義、KAPE主導による省エネ週間などが強化される必要がある。ECTCの開設３周

年は、日本と「ポ」国の外交関係修復50周年記念イベントとして計画することも効果的と考え

られる。 

ECTCは「ポ」国における省エネ普及の有効なツールとして用いられるのみならず、周辺諸国

への省エネ普及のための重要な施設として使われるべきである。KAPEのEUからの援助による

省エネに関する国際プロジェクトの経験は、今後のECTCの活動を普及させていくことに生かさ

れるべきである｡ 

 

 



 
1. Outline of the Project 

Country: Republic of Poland Project Title: The project on the Poland-Japan 
Energy Conservation Technology Centre 

Issue/Sector: Energy Cooperation scheme: 
Project-type Technical Cooperation 

Division in charge:  
Natural Resources and Energy Conservation Team, Group 
Ⅱ (Natural Resources and Energy), Economic Development 
Department 

Total Cost: 321 million yen 

Partner Country's Implementing Organization:
Polish National Energy Conservation Agency 
Joint-Stock Company（KAPE S.A.） 

Period of 
Cooperation: 

July 1, 2004 to June 30, 2008 (4 years) 

Supporting Organization in Japan:  
Energy Conservation Center, Japan (ECCJ） 

Related Cooperation: 

1-1 Background of the Project 
Since 1986, Republic of Poland fell into an energy importing country because of increased oil and gas 

consumption. Responding to the energy problems, Polish Government enacted the energy law and set the 
national energy policy indicators based on the law in 1997. The policy aims at securing energy, strengthening 
the competitiveness of the industry and promoting environmental conservation. 

At the same time, Republic of Poland requested the Government of Japan to conduct a development study 
"The Master Plan Study for Energy Conservation" to enhance effectiveness of the law. As a finding of the two 
year-long study, measures for energy conservation in the industry sectors were not appropriately promoted and 
practiced.  Energy Conservation Law and establishment of the Energy Conservation Technology Centre 
(ECTC) were proposed as a priority project.    

In May 2001, Polish Government further requested the Government of Japan the establishment of ECTC 
in The Polish National Energy Conservation Agency (KAPE S.A.) to assume the roles of promoting energy 
conservation technology, training personnel responsible for energy conservation to achieve improvement of 
energy efficiency in the industry sectors. JICA as an implementation agency of Japan’s official development 
assistance has dispatched missions to discuss the scope of work several times. A four year-long technical 
cooperation project has officially launched in July 2004.  

Japanese Mid-term Evaluation Team has dispatched since two years and three months has passed since 
inauguration of the Project. Presently the installment of the materials and equipment, rehabilitation of the 
facility, development of curriculum, and preparation of training materials has completed.   
 
1-2 Project Overview 

1-2-1 Overall Goal 
  The energy conservation of industrial sector is promoted 

1-2-2 Project Purpose 
  ECTC is established as the governmental structure for promotion of the energy conservation of Polish 

industrial sector 
 
 



 1-2-3 Output 
(0) ECTC’s administration and management structure are established 
(1) ECTC is able to implement the training course 
(2) ECTC is able to follow-up the trained trainees after the training courses 
(3) ECTC is able to support companies concerning energy efficiency. 
(4) ECTC is able to provide information on energy conservation for factories. 

 1-2-4 Input 
 

Japanese side: 

Long-term Experts 4 (Total of 144 M/M) Equipment 
Total amount of 
¥121,940,000 

Short-term Experts Total of 11 experts 
dispatched 
(As of November 2006) 

Local Cost Disbursed ¥17,676,000 
to cover the local cost 

Trainees received 6 trainees received Note:  

Polish Side: 

Counterparts F/T C/P: 4 P/T C/P: 7  

Land and Facilities Land, building, rooms and other facilities for the Project were provided by 
KAPE, S.A. 

Local Cost Because the Project started one year later, in 2004, the financing from the 
Polish-Japan Partnership Fund was started in 2004 and the financing from 
MOE in 2006 only.  The allocated budget for the year 2004 -2006 and the 
planned budget for 2007-2008 are in the following table: 
 
(Actual and Projected) 

Year 2004 2005 2006 2007 2008 Total 

Budget of 

MOE 
0 0 186,000 288,000 300,000 774,000

Budget from 

Polish-Japan 

Partnership 

Fund 

67,595 196,581 165,150 0 0 429,326

Total Budget 

from the  

Polish Side 

67,595 196,581 351,150 288,000 300,000 1,203,326

(Note: Polish-Japan Partnership Fund from 2004 to 2006 are the contracted 
values.)  



  
2. Evaluation Team 

Responsibility Name Affiliate/Title 

Leader Mr. Makoto 
Ashino 

Team Leader,  
Economic Development Department, Group
II, Natural Resources and Energy 
Conservation Team, JICA 

Energy Conservation 
Technology 

Mr. Tsuzuru 
Nuibe 

Senior General Manager, 
International Energy & Environment 
Cooperation Center, 
Energy Conservation Center, Japan 

Evaluation Analysis Mr. Masato 
Onozawa 

Consultant, Pionnier Research Inc. 

Members of 
Evaluation Team 
(Japanese Side) 

Cooperation Planning 

Mr. Atsunori 
Kadoya 

Staff,  
Economic Development Department, Group
II, Natural Resources and Energy 
Conservation Team, JICA 

Period of Evaluation Octover 22 – November 5, 2006 Type of Evaluation: Mid-term Evaluation 

3. Result of Evaluation 

3-1 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The relevancy of the project is high at the time of the evaluation because ECTC is the only center in 
Poland that promotes energy conservation based on advanced Japanese technology and experiences and 
provides energy saving related information. The project plays an important role as a showcase to promote 
importance of energy conservation in industries.  

By promoting rational use of energy based on Japanese experience of achieving the lowest level of 
overall energy intensity in the whole world, it is a valuable asset after being transferred to Poland. In 
addition, the mandate of KAPE S.A. is in line with national goal of energy conservation of the industry 
sectors in Poland through promotion of energy-saving technology, raising awareness of stakeholders and 
strengthening legislative framework. 

 
(2) Effectiveness 

The Joint Evaluation Team identified that the Project Purpose, “ECTC is established as the 
governmental structure for promotion of the energy conservation of Polish industrial sector” has begun to 
be achieved in various aspects. Various training programs targeting different groups have been started and 
scheduled regularly. Competency level of C/Ps who provide training to participants from industry has 
reached satisfactory level. Judging from the result of monitoring by way of questionnaires to participants, 
effectiveness of the training has been continuously improving. More training programs targeted to 
advanced level participants are being developed to be implemented in the course of the Project. 

 
(3) Efficiency 

The planned outputs are being achieved by efficiently utilizing the given resources. Both sides have 
provided necessary resources according to the plan defined in R/D. C/Ps have acquired skills and 



knowledge sufficient to utilize training facilities, to develop training programs and to conduct them. 
(4) Impact 

The impact of the project is visible but to a limited scale because it is only a half way of the duration. 
The project activities, however, have increased the visibility and credibility of ECTC.  For example, by 
request from the industry, ECTC has started to organize a practical training program tailored also for 
technicians in factories. 

 
(5) Sustainability 

The Joint Evaluation Team concluded that it is still early to predict the sustainability of the Project. 
Under the current financial dependency on outside resources of KAPE S.A., (a) diversifying the the 
training courses and (b) extending its services to a wider client base will help ECTC establish and 
strengthen its market position in the industry sector in Poland.  

 
3-2 Factors that promoted realization of effects 

(1) Partnership with the private sector  
There have been some contributions aiming private sector partnership. For example, a lighting company 

proposed to provide the center training equipment in saving energy through replacing regular light bulbs 
to florescent. A manufacturer of air conditioning systems donated the center a system to demonstrate 
energy-saving through controlling room temperatures utilizing so-called “intelligent system”. There are a 
few other partnership opportunities with the private sector. Such partnership with the private sector is 
enhances the visibility and credentials of ECTC because ultimate player of energy conservation is industry 
sector.  

 
(2) Cost-sensitive operation of the Project 

The project has been implemented thriftily. Because KAPE’s finance relies on outside resources, using 
available resources have been carefully carried out. For instance, selection of the project site and its lease 
agreement with Warsaw Technical University saves a large amount of money to cover the rent.  Such 
arrangement with the university provides the Project a good access in a large capital city like Warsaw. It 
also allow Project to use public transportation rather than maintaining own motor vehicles for the Project.

 
3-3 Factors that impeded realization of effects 

(1) Factors concerning planning 
Not identified. 

 
(2) Factors concerning the Implementation Process 

Not identified. 
 
4. Conclusion 

The Mid-term Joint Evaluation Team concludes that the Project has been implemented efficiently and 
effectively and has been steadily producing tangible results. The C/Ps at ECTC have acquired knowledge and 
skills in energy conservation technology enough to design and implement training programs meeting needs of 
Polish industry sectors at this stage. Training programs covering a variety of themes and topics for different 
target groups have been launched successfully. A series of training has been scheduled regularly.  Attention 
and response from the industry sectors have been gradually increasing. 

The Project has been enhancing capacity of ECTC on energy conservation and becomes an instrument for



KAPE S.A. to recommend future legislative changes necessary for Poland to adopt EU’s initiatives for energy 
conservation particularly to improve access to auditing in the industry sectors. KAPE S.A. is in a position to 
address these issues and to be able to advise legislators on the energy conservation policy in Poland. The 
Project has contributed to enhance the capacity of ECTC in raising public awareness on energy conservation. 
 
5. Recommendation 
5.1 Development of Attractive Courses and Recruitment of Participants 

The number of participants has been increasing as Executive-manager Course and Ad-hoc Course has 
been launched effectively and regularly. Auditor Course and Senior Auditor Course need to be launched as 
scheduled and implemented in a way reflecting the expected Energy Efficiency Law and the market 
conditions in Poland. The next focus on the Project implementation is how to develop and market 
attractively the two new training programs, Auditor Training Course which starts from December this year 
and the Senior Auditor Training Course expected to start from the second half of 2007.  

 
5.2 Attractive Course Development 

For the development of attractive training courses, (1) practical curriculum utilizing the training-plant, 
which can be applied easily in the real situations, (2) flexible scheduling that can accommodate 
participants, (3) Discounted price setting (particularly within the technical cooperation period), (4) 
development of e-tools supporting courses, for example, establishment of a bulletin board system (BBS) 
using internet for Q&A related to energy conservation accessible only by participants, and (5) provision of 
promotion items for participants may be considered.  

 
5.3 Recruitment of Participants 

For recruitment of participants, (1) recruitment through the previous participants and graduates of WUT,
(2) increase number of Open Door events, (3) promotion campaign such as “Energy Conservation Day” 
event to be organized by KAPE S.A., and (4) continuous improvement of the training programs through 
analysis of the questionnaires may be considered.  

 
5.4 Follow-up of Training Results 

Follow-up of training results are an effective approach in assuring dissemination of energy 
conservation technology, assessing training needs, development of new curriculum, and recruitment of 
participants. Follow-up questionnaire survey to all participants to the previous trainings, and feedback to 
training design based on the analysis of the survey need to be carried out.  

 
5.5 Post-project Issues 

It is advisable that concerned parties including KAPE S.A. and MOE should discuss the future 
positioning of ECTC while the remaining duration of the Project is only a year and eight months. In 
addition, it is important that the proposed Energy Conservation Law should be prepared in consideration of 
ECTC’s capacity and functions acquired through the technical cooperation.  

 
5.6 Financial support to ECTC  

Parties involved the energy efficiency activities and policy in Poland, the government bodies in particular, 
are expected to provide financial supports to cover the cost of public mission in energy conservation areas 
and necessary part of the operational expenses after the Project completion.  

 



5.7 Strengthening Promotion Activities 
Through implementation of training activities, ECTC has become more visible and been acknowledged 

by the industry sectors. The Project needs to extend and strengthen the promotion activities. For example, 
Open Door Events, Energy Conservation Week by KAPE S.A. and promotion would be examples. A three 
year anniversary of ECTC observing 50th anniversary of the restoration of the diplomatic relations between 
Poland and Japan may be planned.  

ECTC should be used as a tool to promote energy efficiency activities not only in Poland but also in the 
neighbouring countries. KAPE S.A.’s experiences in running international projects supported by EU in 
energy conservation should be utilized to promote future ECTC activities.  
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第１章 中間評価の概要 
 

１－１ 運営指導調査団（中間評価）派遣の経緯と目的 

ポーランド国（「以下、「ポ」国と記す）は石油とガスの消費の増大に伴って、1986年以来エネルギ

ー輸入国に転じた。深刻化するエネルギー問題に対応するため同国政府は1997年に、エネルギーの確

保と産業界の競争力確保、並びに環境保護を目的にエネルギー関係の法令整備と国家レベルのエネル

ギー政策目標を掲げた。 

同時に、同国政府は我が国に対してエネルギー諸法令の実効性を高めるために、開発調査「省エネ

ルギー計画マスタープラン調査」の実施を要請した。２年間にわたる同調査の結果、産業界における

省エネルギー（以下、「省エネ」と記す）対策普及と実施が適切に行われていないことが明らかになっ

た。同調査では、省エネ法の整備と省エネルギー技術センター（Energy Conservation Technology Centre：
ECTC）の設立が提案された。 

2001年５月に、「ポ」国政府は我が国政府に対してポーランド省エネルギー公社（Polish National 
Energy Conservation Agency：KAPE）の中にECTCが設立することを通じて、省エネ技術普及の役割を

担わせること、省エネ活動に責任を負う人材の育成を通じて産業界におけるエネルギー効率の向上を

めざすことを目的とした技術協力の要請を行った｡我が国の技術協力の実施機関である国際協力機構

（JICA）は、技術協力の内容を「ポ」国政府と協議するため数次の調査団を同国に派遣した。その結

果、４年間の技術協力プロジェクトが2004年７月から開始された。 

このたび、プロジェクト開始以来２年３か月が経過したことから、中間評価チームが派遣された。 

プロジェクトの現状は、供与機材の設置、施設の改修、研修カリキュラム並びに研修教材の開発が

行われている。 

 

１－２ 評価者の構成 

（１）日本側 

氏 名 分 野 所 属 

芦野 誠 団長／総括 JICA経済開発部第二グループ 

資源・省エネルギーチーム長 

縫部 綴 省エネルギー技術 財団法人省エネルギーセンター 

国際エネルギー環境協力センター所長 

小野澤 雅人 評価分析 株式会社ピオニエ・リサーチ 

門屋 篤典 協力企画 JICA経済開発部第二グループ 

資源・省エネルギーチーム職員 

岩波 和俊 チーフアドバイザー JICA長期専門家 

高橋 進 
省エネルギー技術 

（電気） 
JICA長期専門家 

寺崎 義則 調整員 JICA長期専門家 
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（２）「ポ」国側 

Prof.Tadeusz Skoczkowski President KAPE 

Mr.Andrzej Wojtowicz Vice-President KAPE 

Mr.Miroslaw Semczuk ECTC Project Manager KAPE 

 

１－３ 調査日程 

2006年10月22日（日）～11月５日（日）まで。 

月日 芦野団長、縫部、門屋 小野澤 

10/22 日  日本（成田）→ポーランド（ワルシャワ）19：00（OS631）

10/23 
～

10/28 

月 

 

土 

 10：30 JICAポーランド駐在員事務所 

10/29 日 日本（成田）→ポーランド（ワルシャワ）18：55（OS631） 

10/30 月 ９：15 ホテル出発 

９：45 JICAポーランド駐在員事務所 

11：00 ポーランド省エネルギー公社（KAPE）訪問（表敬：スコッチフスキ

ー総裁、ウオルトウィック副総裁、セムチェック部長） 

14：00 ワルシャワ工科大学（WUT）（Prof.Wlodzimievz Kurnik学長表敬） 

16：00 在ポーランド日本大使館（田邊大使表敬） 

10/31 火 10：00 経済省訪問（カミンスキー局次長） 

終了後 ポーランド・日本省エネルギー技術センタープロジェクト（ECTC） 

訪問 

午 後 専門家と打ち合わせ 

11/１ 水 評価準備作業 

11/２ 木 KAPEと打ち合わせ 

専門家と打ち合わせ 

11/３ 金 M/Mサイン 

JICAポーランド駐在員事務所報告 

16：00 在ポーランド日本大使館へ報告（田邊大使） 

11/４ 土 ポーランド（ワルシャワ）11：00（OS626） 

11/５ 日 日本（成田）着 

 

１－４ 主要面談者リスト 

＜「ポ」国側＞ 

（１）経済省（Ministry of Economy：MOE） 

Mr. Zbigniew Kamienski Deputy Director, Department of Energy 
Mr. Andrzej Guzowski Chief Expert 

 

（２）ポーランド省エネルギー公社（Polish National Energy Conservation Agency：KAPE） 

Prof. Tadeusz Skoczkowski President 
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Mr. Andrzej Woitowicz Vicepresident 
Mr. Miroslaw Semczuk Project Manager 

 

（３）ワルシャワ工科大学（Warsaw University of Technology：WUT） 

Prof. Wlodzimierz kurnik Rector 
Prof. Tadeusz Kulik Vice-Rector for Scientific Reserch 
Prof. Janusz Lewandowski  Director, Institute of Heat Enegineering 
Ph.D Krzysztof Wojdyga Power and Environment Protection Research Centre 
Ph.D Roman Bbut Director, Centre for International Co-operation 

 

＜日本側＞ 

（１）在ポーランド日本大使館 

田邊 隆一 特命全権大使 

水城 幾雄 公 使 

佐藤 昭彦 二等書記官 

 

（２）JICAポーランド駐在員事務所 

高嶋 俊政 所 長 

 

（３）JICA長期専門家 

岩波 和俊 チーフアドバイザー 

高橋 進 省エネルギー技術（電気） 

寺崎 義則 調整員 
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第２章 協議結果 
 

２－１ 協議内容結果要約 

調査項目 

大項目 小項目 
対処方針 結果 

全般的事項 

省エネ政策、法制度の現状 

・1997年 エネルギー法制

定 

・省エネ法は未確立 

・今後の省エネ法を含む省

エネ関連政策の見通しに

ついて確認 

＊2008年１月施行をめざ

し、現在「ポ」国政府に

おいて省エネ法を準備

中。 

2006年 前提となる情報

の準備（KAPEが担当） 

 2007年 ドラフト作成 

 2008年１月 施行 

「ポ」国 

の省エネ

政策、法

整備 

「ポ」国経済省の本プロジ

ェクトへの関与 

・経済省の関与姿勢につい

て確認 

＊2007年度分の予算増額

（US$161,000→288,000）、

今後の調査団派遣時の協

議議事録（Minutes of 
Meeting：M/M）への署名検

討等がなされており、

ECTCへの関与姿勢は強ま

っていると思われる。 

＊2007年１月実施予定の合

同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee：
JCC）に参加予定 
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 省エネ分野に係るEUとの関

係 

・EUからの影響の現状につ

いて確認 

＊EUからの影響は大 

＊EUの省エネグリーンペー

パーを受け、省エネアク

ションプランが約１か月

前に完成 

内容： 

①最終消費者の省エ

ネ（省エネ基準）

②エコプロジェクト

③建築物のエネルギ

ー効率基準 

その他： 

CO2排出規制の工

場への割り付け 

第１ステップ（2005～2007）

割り当て導入済み。排出量

の売買もされている。 

第２ステップ（2008～2012）

割り当て案をEUに提案済

み。 

＊グリーンサーティフィケ

イト 

2005年10月から有効。活

動は高い評価を得てい

る。 

日本からの風力発電への

投資案件もある。 

＊レッドサーティフィケイ

ト 

コージェネレーション対

象。現在は準備段階。 

＊ホワイトサーティフィケ

イト 

省エネ法に取り込むよう

検討される。 

KAPE
につい

て 

KAPEの本プロジェクトに

対する認識 

・プロジェクトへの認識に

ついて確認 

＊KAPEのECTCへの取り組

み姿勢は強化されつつあ

ると思われる。経済省よ

りの省エネルギー法作成

準 備 依 頼 は 、 KAPE が

ECTCプロジェクトの実

施機関であるという点も

影響しているとKAPEは

考えている。 

＊カウンターパート

（Counterpart：C/P）配置

にも一定の努力を行って

いる。 
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プ ロ ジ ェ ク ト 終 了 後 の

ECTCへの取り組み姿勢 

・同上 ＊→ p.７「ECTCの管理・運

営体制」の③プロジェク

ト後の予算措置と同様 

 

組織・運営体制 

・「ポ」国経済省傘下にある

が補助金もなく独立採算

制 

・KAPE自身の組織の運営状

況について確認 

 

＊これまで KAPE 自身は

「ポ」国政府から直接的

な補助金を得ておらず、

当面この状況に変化はな

いとKAPEは考えている。

＊→ p.７「ECTCの管理・運

営体制」の③プロジェク

ト後の予算措置と同様 

評価（５項目評価） 

  ・評価グリッド（付属資料

３）のとおり。 

評価は「JICA事業評価ガイ

ドライン」をベースに、以

下の三段階により実施す

る。 

１）プロジェクトの現状把

握と検証 

  実績、実施プロセス、

因果関係を検証する。 

２）評価５項目による価値

判断 

  妥当性、有効性、効率

性、インパクト、自立発

展性の観点から評価を行

う。 

３）提言の策定、教訓の抽

出とフィードバック 

  有用性のある提言の策

定を行い、関係者へフィ

ードバックする。 

１．評価結果 

 プロジェクト目標の達成

に向かって順調に進捗して

いる。投入及び活動は、ほ

ぼ計画通り順調に行われて

いる。 

２．DACによる５項目評価

２.１ 妥当性 

 プロジェクトの妥当性

は、中間評価時においても

高い。同国において省エネ

がまだ普及の端緒についた

ばかりであることを考慮す

ると、非常に高い。 

２.２ 有効性 

 プロジェクト目標は、

様々な側面で到達する見通

しが見えてきた。より高度

な技術を求める現場のエネ

ルギー管理者を対象とする

トレーニングも、準備がほ

ぼ終わりまもなく実施され

ることになっている。 

２.３ 効率性 

 投入された資源は、プロ

ジェクトの活動に効率よく

使用されており、適切な投

入規模で当初計画された成

果を生み出している。 

２.４ インパクト 

 インパクトの大きさはま

だ限定されたものである。

プロジェクトの実施にした

がい、ECTCの産業界からの

可視性や訓練実施にかかわ

る信用などが高まりつつあ
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る。 

２.５ 自立発展性 

 プロジェクトの自立発展

性を判断するには、まだ時

期が早いと判断されてい

る。プロジェクトはKAPE外
部からの財政的な支援が不

可欠であることから、プロ

ジェクト修了後も見据え、

現在実施している産業界を

対象とした省エネ研修を今

後もより継続、拡大してい

くことが重要である。 

アウトプット（成果）の確認 

ECTCの
管理・ 

運営体制 

ECTCの運営予算 

①2006年度予算の執行状況

（条件付きで執行予定） 

②2007、2008年度予算確保

の見込み 

③プロジェクト後の予算措

置 

① 

・予算執行の条件となっ

た内容について確認 

・円滑な予算執行を要請 

② 

・R/D記載どおりの予算

確保を要請 

③ 

・独立採算制によるECTC
運営の可能性について

確認 

・各種助成制度を利用す

るため、経済省へのア

ピール方法について確

認 

①2006年度の予算執行条

件：予算申請内容と相違

がないことが条件となっ

ており、基本的には問題

はない。 

② 

＊討議議事録（Record of 
Discussion：R/D）記載通

りの予算確保を行う旨の

回答あり（経済省エネル

ギー局カミンスキー次

長） 

＊2007年度に関しては、

2005年度未執行予算の一

部を追加し、当初より増

額されたUS$288,000の予

算配布がなされることを

確認した。（詳細は付属資

料１のM/M参照） 

③ 

＊KAPEとしては、独立採算

でECTCを運営していく

ための準備・検討を今後

行うとのこと。 

＊しかし調査団として、完

全な独立採算制は困難で

あるとの考えを経済省及

びKAPEへ伝えた。（日本

の省エネルギーセンター

（ECCJ）運営資金の約７

割が経産省等よりの助成

金であるという事例紹介

も実施） 
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ECTCの全体要員数、配置 

現状13名（常勤６名、非常

勤７名） 

・今後のECTC要員配置計画

の確認 

＊プロジェクトマネージャ

ー及び５名の技術C/Pが
常勤相当で配置されてお

り 、 今 後 開 始 さ れ る

Auditorコースの開発、実

施には十分体制が確立さ

れたものと考える。 

ECTCの省エネ（本プロジェ

クト）に対する意識 

・意識レベルの確認 ＊全般的にC/Pの本プロジ

ェクトへの意識は高い。 

ECTCへの技術移転状況 

・ECTCのC/Pの「現場経験

の少なさ」課題への方策 

 

・ECTCの技術レベル向上へ

の具体的な方策について

確認 

・C/Pのこれまでの能力向上

の状況について確認 

・C/Pの能力向上の進捗を数

値で確認する方策につい

て確認 

＊日本人専門家帯同による

更なる工場診断の実施 

＊Auditorコース講師をC/P
自身が実施することによ

り、Try & Error により技

術能力の向上を図る。 

＊C/P能力向上数値化は、今

後検討を行うこととす

る。 

KAPEとの協議、連絡体制 ・KAPEとの意思疎通を図る

取り組みについて確認 

＊以前はC/PのPMを通して

KAPEと意見交換を行っ

ていたが、現在はECTCス
タッフ（日本人専門家含

む）とKAPE総裁との間に

おいて約１週間に一度定

期会合が設けられてお

り、意思疎通は改善され

つつある。 

 

プロジェクト終了後の「ポ」

側の方針 

・プロジェクト終了後を見

据え、「ポ」側のプロジェ

クトへの対処方針を確認 

＊→ p.７「ECTCの管理・運

営体制」の③プロジェク

ト後の予算措置と同様 

研修コ

ース 

Executive-manager Training 
Course 
研修参加者：41人／120人

（達成率34％） 

・今後の研修スケジュール、

及び受講者確保の具体的

な方策について確認 

＊中間評価時点における実

績 

研修回数：５回 

研修参加者：68人（達成

率57％） 

＊今後の研修スケジュー

ル：詳細未定 
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Auditor Training Course 
研修参加者：0人／120人（達

成率0％） 

・専門家のフルサポートに

よる研修実施の可能性に

ついて確認 

・本研修の開始予定時期に

ついて確認 

・Ad-hocコース受講者の本

コース受講誘導への取り

組みについて確認 

＊専門家のサポート 

基本的にはC/P主体とし、

電気分野長期専門家及び

熱分野短期専門家がバッ

クアップする体制とす

る。 

＊今後の研修スケジュール 

１回目を12月11～15日

（５日間）実施予定 

Ad-hocコース等参加者へ

のAuditorコースへの誘導

を行うよう準備すること

とした。 

Senior-auditor Training 
Course 
研修参加者：０人／40人（達

成率0％） 

同上 ＊今後の研修スケジュール 

2007年度後半の実施をめ

ざすことを確認 

 

Ad-hoc course(Open Door 
Course, One Day Course) 
研修参加者：108人／240人 

（達成率45％） 

・今後の研修スケジュール、

及び受講者確保の具体的

な方策について確認 

＊中間評価時点における実

績 

研修回数：９回 

研修参加者：163人（達成

率68％） 

＊今後の研修スケジュー

ル：随時実施予定 



－10－ 

 研修コースの魅力向上策へ

の取り組み 

・ECTCの運営には、研修コ

ースの魅力を高め、研修

生の増加が不可欠である

ため、魅力向上策につい

て確認 

＊魅力的な研修コースの開

発 

 ・座学のみならず、供与

された研修機材を使用

し現場に即した研修の

更なる充実 

 ・参加者が参加しやすい

研修日程の調整 

 ・プロジェクト実施期間

中における研修費割引

の適応 

 ・電子掲示板、インター

ネット等による問い合

わせなどの開発 

 ・研修参加者への広報商

品開発 

＊研修参加者の募集 

 ・過去の研修参加関係者

からの募集及びWUT卒
業生からの募集 

 ・頻繁にオープンドア講

義を開催 

 ・普及・啓蒙キャンペー

ンとして、例えばエネ

ルギー週間・エネルギ

ーデーの開催 

 ・研修参加者からの回答

を分析することによ

り、さらに研修内容を

改善し、質の高い研修

を提供することにより

応募者の増加が期待で

きる 

研修フ

ォロー

アップ 

研修修了者のフォローアッ

プに係るニーズの把握 

・本邦専門家とともにECTC
のC/Pが研修修了者の勤

務工場へ工場診断実施も

兼ね４回訪問済み 

 

・研修修了者の勤務工場訪

問に加え、他のフォロー

アップ方法、及びシステ

ムの構築について確認 

・アンケート実施等、研修

修了者ニーズの更なる把

握を行うための取り組み

内容について確認 

＊研修結果のフォローアッ

プ 

研修結果のフォローアッ

プは研修のニーズ、研修

内容の開発、研修参加者

の応募等きわめて重要と

思われるため、今後以下

を検討することとした。 

 

 ・過去の全研修参加者へ

の質問送付及び回答の

分析 

 ・上記分析による研修内

容へのフィードバック 

省エネ 企業における省エネニーズ ・企業、またはビルにおけ ＊上記研修結果のフォロー
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関連企

業への

サポー

トサー

ビス 

に係る現状の把握 る省エネニーズについて

確認 

アップにより、省エネニ

ーズの把握向上を図るこ

ととした。 

情報発

信 

ECTC並びに省エネに係る

情報発信強化 

・プロジェクトHP開設 

・PRを兼ね専門家等による

「オープンドア講義」を

４回実施 

・情報発信強化に向けた具

体的な計画についた確認 

・重点をおくべき情報発信

先について検討・確認 

＊12月よりニュースレター

を発行予定。 

＊エネルギー関連雑誌への

広報を実施している。 

プロジェクト活動全般に係る確認 

今後の実施計画 ・今後の実施計画について

確認 

＊2006年度の参加予定者は

２名を予定。 
ECTC
本邦研

修 

研修受講者の本プロジェク

トへの貢献 

・C/Pの能力向上状況、及び

本プロジェクトへの貢献

について確認 

＊これまでの本邦研修に参

加した４名のうち２名が

ECTCを離れている。C/Pの
定着が今後より一層必要。

今年度分供与機材 ・今後の進捗について確認 ＊今年度計画機材（測定装

置、自動制御運転化装置

等、1,557,000円）は予定

通り調達予定。 

供与機

材 

機材メンテナンスの現状 ・供与機材（実習プラント

等）の活用状況について

確認 

・メンテナンスの運営体制

の確認 

・プロジェクト終了後の維

持管理能力の確認 

＊12月のAuditorコース開始

により、実習プラントの

一層の活用が見込まれ

る。 

＊ボイラー出力不足問題

は、「ポ」側にて解決の方

向 

＊メンテナンスにおいて

は、現時点では大きな問

題なし。 

短期専

門家派

遣 

派遣回数、指導科目、業務

指示書（Terms of Reference：
TOR） 

・熱分野の長期専門家の派

遣期間短縮に伴い、今後

シャトル的に短期専門家

を派遣予定 

・今後派遣予定の専門家に

ついて確認 

＊2007年度における計画 

短期専門家の複数回にわ

たるシャトル型派遣実施

を検討することとした。 
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２－２ 団長所感 

（１）概観 

本プロジェクト協力期間４年間のうち、約２年４か月が経過した。施設、機材などは整備され、

研修も開始されるなど技術の移転は順調であると思われる。また、企業による研修設備の寄付が

行われるなど、当プロジェクトの知名度が高まりつつあることを実感した。 

 

（２）「ポ」国政府の省エネ政策の現状について 

「ポ」国政府は省エネ法のドラフトを準備中であり、2008年１月から施行する予定である。経

済省はKAPEに対し、省エネ法ドラフトづくりに必要な情報収集・解析の指示を出すなど、KAPE
の位置づけは「ポ」国政府において貢献度・知名度が高まりつつあると感じられる。 

 

（３）プロジェクトの現状 

前回2005年12月に派遣した運営指導調査時には研修実施回数が２回であったが、今回は

Executive Managerコースは目標参加者数の57％を、また、Ad-hocコースについては68％を達成し

ており、これらの研修については順調に行われていると思われる。 

  １）研修の実施 

Executive Managerコースは2005年12月から５回実施、68名が参加、またAd-hocコースについ

ては９回実施、163名が参加した。 

  ２）C/Pの配置 

プロジェクトマネジャー及び５名の技術C/Pが常勤で配置されており、今後開始される

Auditorコースの開発、実施には体制が十分確立されたものと考える。 

  ３）「ポ」国政府によるプロジェクトへの予算措置状況 

2007年度の当プロジェクト予算としてUS$288,000が手当てされることを確認した。プロジェ

クト最終年度である2008年度予算はR/Dに基づき、US$139,000が政府予算へ計上されることを

確認した。 

 

（２）提 言 

  １）プロジェクト後半に向けての提言 

   ａ）魅力ある研修づくり及び参加者の募集 

Executive Managerコースへの参加者数は増加しており、Ad-hocコースは頻繁に行われている。

今後開始するAuditorコース及びSenior Auditorコースについては、将来施行される省エネ法及び

市場に基づき実施する必要があるとともに、魅力のある研修とする必要がある。 

    ①魅力的な研修コースの開発 

魅力的な研修コース開発のためのアイディアは以下のとおりである。 

・座学のみならず、供与された研修機材を使用し現場に即した研修の充実 

・参加者が参加しやすい研修日程の調整 

・プロジェクト実施期間中における研修費割引の適応 

・電子掲示板、インターネット等による問い合わせなどの開発 

・研修参加者への広報商品開発 
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    ②研修参加者の募集 

研修参加者募集のためのアイディアは以下のとおりである。 

・過去の研修参加関係者からの募集及びWUT卒業生からの募集 

・頻繁にオープンドア講義を開催 

・普及・啓蒙キャンペーンとして、例えばエネルギー週間・エネルギーデーの開催 

・研修参加者からの回答を分析することにより、さらに研修内容を改善し、質の高い研修

を提供することにより応募者の増加が期待できる。 

   ｂ）研修結果のフォローアップ 

研修結果のフォローアップは研修のニーズ、研修内容の開発、研修参加者の応募等きわめ

て重要と思われる。 

具体的方法は以下のとおり。 

・過去の全研修参加者への質問送付及び回答の分析 

・上記分析による研修内容へのフィードバック 

   ｃ）プロジェクト終了後について 

KAPE、経済省を含む関係機関は残りの協力期間を勘案し、ECTCの位置づけについて早急

に検討をする必要があると考える。また、ECTCの機能、役割を十分考慮し、省エネ法を策定

することも重要と考える。 

   ｄ）ECTCの財政支援 

「ポ」国政府機関を中心にプロジェクトが終了したあとのECTCへの財政支援を準備するこ

とが重要と考える。 

   ｅ）普及活動の強化 

これまでの研修実施を通じECTCの知名度は高くなりつつある。今後さらにECTCの知名度

を高めるため、オープンドア講義、省エネ週間実施などが考えられる。2007年は日ポ友好50

周年でもあり、同年にECTC３周年記念を開催することが考えられる。 

   ｆ）JCC 
2007年１月を目処に早期にJCCを開催することが重要と思われる。 

 

（３）その他 

  １）調査団の派遣計画 

運営指導調査を2007年６月に、また最終評価調査を2008年３月に派遣する予定。 

  ２）WUTとの共同研究事業 

調査団滞在中、WUTより本プロジェクトにおいてエネルギー関連の共同研究の可能性につい

て提案があり、調査団としては検討することとした。しかし、提案は本プロジェクトの目標と

することとは理解できず、例えば日本の国際共同研究助成事業ほかを利用することが考えられ

る。 
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２－３ 技術団員所感 

（１）所感 

2005年12月に訪問時（運営指導調査団）にはExecutive Managerコースが立ち上がった直後であ

ったが、その後Executive Managerコース５回・68人、Ad-hocコース９回・163人の研修が実施され

た。これらの研修については今後も順調に拡大されると思われる。2006年12月から新規に立ち上

げるAuditorコース及び2007年後期から立ち上げるSenior Auditorコースの実施が期待される。 

研修ミニプラントには照明設備、空調設備が「ポ」国側の努力で加わり、さらに充実されつつ

ある。フルタイム相当の技術系C/Pについては次第に増員され５名が配置されており、この人数で

今後のAuditorコース運営も十分とのリーダー、長期専門家の判断である。ただし、この間二度の

辞職者と後任の新人配置が発生しており、今後のC/P定着に関して楽観は許されない。 

短期専門家派遣支援については、熱分野技術指導短期専門家・工場診断技術指導短期専門家の

シャトル方式派遣が要望されている。 

「ポ」国における省エネ促進に対する法制面での動きとしては、EUの省エネルギーグリーンペ

ーパー、アクションプラン、工場へのGHG規制割り付けなどがじわじわと進行している。このよ

うな情勢も作用してか、「ポ」国政府は2008年１月１日発効をめざして「省エネルギー法」を制定

する準備に入った。プロジェクト終了後のECTC事業の継続・発展につながることが期待される。 

 

（２）EU及び「ポ」国の省エネ情勢 

経済省エネルギー局カミンスキー次長からの情報。 

  ＜EUからのプッシュ＞ 

・EUの省エネルギーグリーンペーパーを受けて、アクションプランが１か月前に完成した。 

   内容：①最終消費者の省エネ（省エネ基準） 

②エコプロジェクト 

③建築物のエネルギー効率基準 

・CO2排出規制の工場への割り付け 

    第１ステップ（2005～2007）割り当て導入済み。排出量の売買もされている。 

    第２ステップ（2008～2012）割り当て案をEUに提案済み。 

 

  ＜「ポ」国政府の動き＞ 

  ・省エネ法 

2008年１月１日発効の予定で省エネ法を制定することにした。 

KAPEに必要な情報収集と解析を指示した。 

  ・グリーンサーティフィケイト 

2005年10月１日から有効。活動は高い評価。日本から風力発電の投資話もある。 

  ・レッドサーティフィケイト 

コジェネレーション対象。準備段階 

  ・ホワイトサーティフィケイト 

省エネ法に取り込むよう検討される。 
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（３）ECTC実習設備の状況 

・ボイラーの燃料供給量が制約されているためフル出力できない。 

→「ポ」側で解決の方向 

・照明設備：フィリプス社の寄贈で取り付け工事中 

  ・空調設備：ダイキン社の寄贈で講義室に取り付け済み 

・WUTでは当該設備を使って学生の実習を引き続き実施中 

 

（４）C/Pの状況 

コプチンスキー（熱分野、2006年７月）、ドマンスキー（電気分野、11月）が退職し、新たに①

トミオビッチ（日本企業、熱分野、日本語できる。６月より）、②パヴェウ オルシェフスキー（「ポ」

国企業、熱分野。10月より）が加わった。２人とも熱分野C/Pとしての技術力は高いと長期専門家

は評価している（２名の本邦研修は2006年１月15日～２月２日予定）。ドマンスキー（電気分野）

の後任は補充される見込みである。 

したがって、技術系フルタイムC/Pは５名となる（マコウカ、マレク、トミオビッチ、オルシェ

フスキー、補充１名）。今後立ち上がるAuditorコースに対しても５名で十分と長期専門家は判断

している。 

 

（５）短期専門家派遣について長期専門家との意見交換 

・熱短期専門家と工場診断短期専門家の交互派遣、同１名のシャトル方式派遣を切望 

・1.5か月×６回／年度＝９人月／年度の投入を要求。 

・熱分野短期専門家 研修コース指導を主に、工場診断を従にする。 

・工場診断短期専門家 研修コース指導も従でできるようにする。 

 

（６）経済省への申し入れ 

・プロジェクト期間中の「ポ」側予算の確保の確認 

→OK（2007年はUS$288,000を確保） 

・プロジェクト終了後のECTEへの「ポ」国政府のバックアップ 

→予算は難 

・省エネ法制定がECTCの活動を後押しするように要望した。 
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新たに作られた玄関。外部の通路が未整備でまだ使

用されていない。 

訓練設備をかねた空調設備。講義室に設置された。 

室外機 コントローラー 天井吹き出し口 

ミニプラント 照明訓練設備の取り付け工事 新規に確保された 

拡張スペース 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

プロジェクトの妥当性は、中間評価時においても高い。我が国の高度な省エネ技術を「ポ」国

の産業界に移転することは、同国において省エネがまだ普及の端緒についたばかりであることを

考慮すると、非常に高い。 

 

（２）有効性 

プロジェクト目標は、様々な側面で到達する見通しが立ってきた。様々なターゲットを対象と

した訓練プログラムが既に立ち上がり、その内容・実施数もほぼ当初の計画通りに実施される体

制が整った。また、より高度な技術を求める現場のエネルギー管理者を対象とするトレーニング

も、準備がほぼ終わりまもなく実施されることになっている。 

 

（３）効率性 

投入された資源は、プロジェクトの活動に効率よく使用されており、適切な投入規模で当初計

画された成果を生み出している。C/Pは、活動を通じて省エネ訓練を実施するための業務遂行能力

を高めている。 

 

（４）インパクト 

プロジェクトの進捗に伴い、少しずつインパクトが見えてきたが、その大きさはまだ限定され

たものである。プロジェクトの実施にしたがい、ECTCの産業界からの可視性や訓練実施にかかわ

る信用などが高まりつつある。 

 

（５）自立発展性 

プロジェクトの自立発展性を判断するには、まだ時期が早いと判断されている。プロジェクト

はKAPE外部からの財政的な支援が不可欠であることから、プロジェクト修了後も見据え、現在

実施している産業界を対象とした省エネ訓練を今後もより継続、拡大していくことが重要である。

そのためには、現在実施中の技術協力を通じ、産業界を対象とした省エネ研修の質をより高度な

ものにしていくことが重要である。 

 

３－２ 効果発現に貢献した要因 

（１）民間企業とのパートナーシップ 

民間企業からECTCに対して研修装置や設備が寄付されるなど、パートナーシップを狙った協力

の申し込みが入っている。このような協力関係は、ECTCの産業セクターにおける可視性と信用を

高めることに役立っている。 

 

（２）コストに配慮したプロジェクト運営 

プロジェクトを運営するにあたり、外部の資金に大きく依存するKAPEの財務体質に配慮しつ

つ、投入資金の選択や利用について検討を重ねながら、節約を旨として実施されている。プロジ
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ェクトサイトの確保に際し、WUTとの賃貸借契約を行うことで、プロジェクトへのアクセス及び

交通の利便性を確保し、車両保有に要する費用の削減など、運営資金の節約に努力している。 

 

３－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

該当なし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

該当なし。 

 

３－４ 結 論 

 プロジェクトは効率的かつ効果的に実施され、目に見える成果を生み出しつつあると結論づけられ

る。ECTCのC/Pは、省エネ技術に関する研修の計画・実施に関する十分な知識と技能を習得しつつあ

る。また、研修プログラムは様々なテーマについて様々な技術者を対象に定期的に開催され、産業セ

クターの研修・省エネに対する関心は高まりつつある。さらに、ECTCの省エネに関する組織能力の強

化は、今後KAPEが国内の省エネに関する法的な枠組みの改定や課題に関する助言を行っていくうえ

で、重要な意味をもつ。 

 

３－５ 提 言 

（１）魅力的なコースと受講者の確保に関して 

管理者研修とアドホック研修が順調かつ定期的に開始されたことから、受講者の数が増えてい

る。工場診断及びその上級コースは、計画されている省エネ関係法令の整備と「ポ」国の産業界

の状況を反映させて実施されなければならない。また、次のプロジェクトの実施上の課題は、こ

れら２つの研修プログラムを魅力的なものとするように準備し、市場に売り込んでいくかである。  

 

（２）魅力的なコースの開発 

魅力的なコースの開発のために、①研修プラントを活用した実践的なカリキュラムの開発、②

受講者が参加しやすい柔軟なスケジュール、③低廉な価格設定（特に技術協力実施中）、④研修受

講を支援するインターネット技術を活用した道具の開発、⑤受講者に対して省エネを普及させる

ための記念品などの提供をすること、などを検討することが望まれる。 

 

（３）受講者の確保 

受講者の確保に関しては、①以前開催された研修への参加者並びにWUT卒業生を対象とした働

きかけ、②オープンドア講義のより一層の実施、③KAPEによる「省エネルギーの日」の制定、

④研修受講者を対象とした追跡調査の実施とその分析に基づく継続的な研修プログラムの改善な

どが考えられる。  

 

（４）研修後のフォローアップについて 

研修後のフォローアップは省エネ技術の普及と研修ニーズの発掘、新しい研修の開発、並びに

受講生の確保のために非常に重要である。フォローアップのための追跡調査をこれまでの全参加
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者に対して実施し、その結果の分析結果をフィードバックすることを実施すべきである。  

 

（５）プロジェクト終了後の課題 

本プロジェクトの残り期間が１年８か月しかないことから、KAPEとエネルギー省（Department 
of Energy：DOE）などの関係諸機関は、ECTCの今後の位置づけについて話し合うことが必要であ

ると提案する｡さらに、計画されている省エネ法の整備に関連して技術協力プロジェクトによって

獲得することのできたECTCの能力と機能を考慮にいれて検討すべきである。  

 

（６）ECTCへの財政的支援  

省エネ活動とその政策に関係する諸機関、特に政府機関は、ECTCが省エネに関する公的な使命

を果たすことを考慮し、その運営経費の一部をプロジェクト終了後も継続して負担することが期

待される。  

 

（７）広報活動の強化 

プロジェクトは今後普及活動とより広範なものとするとともに一層強化する必要がある。また、

ECTCは「ポ」国のみならず、周辺諸国への省エネ普及のための重要な施設として使われるべきで

ある。KAPEによるEUの援助による省エネに関する国際プロジェクトの経験は、今後のECTCの活

動を普及させていくことに生かされるべきである｡ 

 

３－６ 教 訓 

（キャパシティ・ディベロップメントの視点からのプロジェクト運営について） 

ここでは、特にトルコ省エネルギーセンタープロジェクトの経験も生かしつつ、今後の省エネ案件

の効率的な計画・実施のために、本件から読み取れる教訓を列挙した。 

 

（１）政策支援の重要性 

今後実施する省エネ案件においては、生産現場への省エネ技術の移転と平行し、C/P機関を通じ

て受益国の省エネに関する制度支援、政策策定支援を視野に入れた活動を行うことが、プロジェ

クトの実効性を高めることに通じる。 

本プロジェクトでは、①KAPEの政策立案に対する関与の程度の現状、②省エネ関連法令整備

がその端緒についたばかりであること、③産業界の大勢が省エネ活動に対する関心がいまだに低

いことなど、「ポ」国特有の課題がある。一方、類似の技術協力プロジェクトとして、比較的評価

が高いトルコでのプロジェクトでは、技術協力プロジェクトの実施期間中に省エネ法令が整備さ

れ、事業所におけるエネルギー管理者の任命が義務づけられた。これにより、実効性のある省エ

ネ活動が技術協力の対象となる事業所において実施される要件が整ったと考えられる。 

技術移転の成果を受益国に普及させるためには、①C/P機関の省エネ政策の立案・実施等におけ

る役割に着目し、②省エネ政策、特に関連する法的な制度の整備への支援を行うことが重要であ

る。また、公的部門が省エネに果たすその他の役割にも着目し、③民間部門への技術的・資金的

な援助を直に行うこと、④グリーン購入制度など、政府調達の方法を改善し、受益国内に存在す

る新しい省エネ技術への初期需要の喚起を図ることなどが有効である。 
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（２）官民協力 

省エネの主役は民間企業であることから、民間部門が省エネ活動実施に果たす役割は非常に大

きい。このことから、「受益国の民間企業をプロジェクトの中にどのように取り込むか」というこ

とをプロジェクト設計の際に考慮することが必要と考えられる。具体的な方法は、プロジェクト

ごとに異なると考えられるが、①最も大口のエネルギー需要家を技術協力に何らかの形で関与さ

せる（e.g.重点セクターとする、工場診断など研修を通じた技術指導の対象とする）、②ESCO事

業者に限らず、省エネ関連の活動そのものをビジネスにしている企業をプロジェクトに関与させ

る（e.g. 蛍光灯・省エネ商品を作っている会社からのデモ実施）、③大口需要家を対象として彼

らのための研修の実施、などが考えられる。 

 

（３）プロジェクトマネジメントの観点から 

プロジェクトマネジメントの観点から以下の諸点に配慮すべきと考える。 

 

（１）技術移転の成否は「行動変容」の有無で計測する。 

技術移転が成功したかどうかを判断する重要な指標は、技術の受け手が新しく獲得した

技能と知識を用いて、実際の業務を行っているかどうかである（これを「行動変容の有無」

という）。技術移転の受け手が、技術移転の実施後、従前とは異なる行動をとる（望ましい：

技術移転が意図した行動をする）ようになったかどうかを確認し、計画したような行動を

していればその技術移転は成功したと判断することができる。 

 

（２）技術移転の道のりを認識する。 

省エネに関する技術協力プロジェクトは一般に、「専門家～C/P～工場のエネルギー管理

者～生産現場の従業員」という流れで技術移転が行われる。 

専門家の教えた内容が、実際の工場の生産活動の場で活用されて初めてプロジェクトの

上位目標に到達することができる。 

このことから、上記のそれぞれの当事者が、「研修を通じてその内容を学ぶ」「学んだこ

とを実際の業務に戻って使う」という観点が必要となる。つまり、技術移転の受け手とな

る、C/P、エネルギー管理者、生産現場の従業員の３者が、研修内容を理解してるか、新た

に学んだ（習得した）内容を基づいた具体的な業務の改善の有無を確認することが必要で

ある。 

プロジェクトを設計する際には、上記のようなプロジェクトの技術移転の道筋を捉え整

理することが必要である。 

 

（３）モニタリングの重要性 

技術協力プロジェクトでは、どのプロジェクトでもモニタリングの重要性が指摘されて

いる｡C/Pが実施した研修の結果、生産現場で前項のような行動変容が起きているかを追跡

調査をして把握することは、非常に重要なモニタリング手法である。 

特にC/Pへの技術移転は、その質も含め丁寧なモニタリングをすべきである。そのため、

トルコのプロジェクトで作成したようなモニタリングシートを作成し、必要な業務遂行能

力を網羅的に定義して、技術移転を行う過程でC/P全員の能力の変化を計測することが効果
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的である。 

モニタリングシートは、あらかじめ事前調査の段階で大枠の骨格を作成し、専門家のア

サインが決定し次第詳細なものを作成することが肝要である。内容と、これを用いて管理

することについては、C/P機関との合意形成が必要である。本件は、このようなモニタリン

グシートが作成されず、これを適用することができなかった。中間評価時点で、中途から

このような方法を提案することは、現場及びC/Pからの抵抗が大きいので、必ず事前調査の

時点で適用することをC/P側と合意することが必要である。 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M） 

 

２．中間評価調査協議概要 

 

３．評価グリッド 

 

４．運営指導調査団帰国報告資料 
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２．中間評価調査協議概要 

開催年月日 2006年10月30日 午前11時00分～12時00分 

場所 KAPE 

出席者 

（敬称略） 

[KAPE] 
Prof. Tadeusz Skoczkowski総裁 

Mr. Andrzej Woitowicz副総裁 

Mr. Miroslaw Semczuk PM 

[中間評価調査団] 

（独）国際協力機構(JICA)  経済開発部 資源・省エネルギーT 芦野チーム長 

                 〃     〃 門屋職員 

（財）省エネルギーセンター 国際エネルギー環境協力センター 縫部所長 

（株）ピオニエ・リサーチ 小野澤社長 

[JICAポーランド駐在員事務所] 

 高嶋所長 

[JICA長期専門家] 

 チーフアドバイザー 岩波専門家 

 省エネルギー技術（電気） 高橋専門家 

 調整員 寺崎専門家 

 

総裁 

 プロジェクトが順調に進むためには、評価ということは、重要だと考えている。 

 田邊大使も訪問してくれている。 

 評価によって、プロジェクトがより明確になると思う。 

 私たちからは、共同評価ということが、非常に重要、経済省にも参加してもらう予定。 

 KAPEの代表として、評価ミッションが円滑に進むよう支援する。 

芦野 

「ポ」国側の協力により、プロジェクトが円滑に進んでいることに、感謝いたします。 

予定としては、今週の金曜日に、ミニッツのサインをしたい。 

効率的に共同作業を進めていきたいので、よろしくお願いしたい。 

すでに、先週までにコンサルタントの小野澤さんが、C/P、研修生からのヒアリングを実施した。 

総裁 

残りのプロジェクトを楽しみにしている。金曜日、サインできると思う。残りの方針を決めていき

たいというのは、KAPEも同じである。 

芦野 

詳細な議論は明日以降とし、今日はこちらが関心を持っているポイントだけを述べたい。 

 １．プロジェクト後、日本の援助が終了した後、どのようにプロジェクトを運営していきたいのか。

2008年７月以降、日本は公式には援助できないのは明確である。 

 ２．ECTC、独立採算、資金確保について 

   2007、2008年は経済省から予算があると前回運営調査で聞いたが、今回はそれとプロジェクト

以降についても協議したい。 

３．研修コースの魅力を高めるための方策 

総裁 

今までのECTCの活動を日本側がある程度評価していることは、うれしいことだ。 
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「ポ」国、省エネ法の制定を決定、ドラフトをKAPEが作成している。プラス、アクションプラン

作成も必要、工場診断も、ECTCの管轄の下で行いと考えている。 

産業において、ECTCの基準が、「ポ」国のスタンダード、リーダー役になれればよいと考えている。

すでに工科大学と経済省とも話し始めている。ECTCは「ポ」国のリーダー役となるという点を、

経済省との協議にも話してほしい。これにより、技術移転も持続性を持つと考えている。2008年以

降、JICA以外の日本のパートナーを一緒に考えてほしい。こちらは、日本の大学との連携の可能性

など。最近は、「ポ」国においても日本企業が進出が進んでいる。 

ECTCはどこまで独立採算でいけるか関心が高い、その体制確立のための準備をはじめている。

KAPEとしては、政府から直接補助金をもらったことはないという過去を踏まえ、考えていきたい。

ECTCをより産業に浸透させる、より安定した組織にする必要があると考えている。研修魅力向上

は、KAPEも重要だと考えている。 

来年度からウクライナとのプロジェクト、ウクライナの技術者のための研修を予定している。EU
プロジェクトへのECTC参加も予定。資料を後ほど提供したい。 

芦野 

省エネ法制定の動きは、大変よいことだと考える。 

このプロジェクトが７つ目で、その中には省エネ法がない状態でプロジェクトを実施したことがあ

るが、一般的には省エネ法があるほうがプロジェクトは円滑に進む。 

研修魅力向上についても、今回話したい。 

ウクライナのように、技術を第三国に移転する話も大変よいことなので、積極的にやっていただき

たい。 

総裁 

省エネ法の重要性は認識しているが、ECTCの活動が経済省への省エネ法制定に影響を与えたのは、

間違いないし、だからこそKAPEにドラフト作成を依頼してきた。 
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開催年月日 2006年10月30日 午後14時00分～15時00分 

場所 ワルシャワ工科大学 

出席者 

（敬称略） 

[ワルシャワ工科大学] 

Prof. Wlodzimierz kurnik (Rector) 
Prof. Tadeusz Kulik (Vice-Rector for Scientific Reserch) 
Prof. Janusz Lewandowski (Director, Institute of Heat Enegineering) 
Ph.D Krzysztof Wojdyga(Power and Environment Protection Research Centre) 
Ph.D Roman Bbut (Director, Centre for International Co-operation) 
[在ポーランド日本大使館] 

佐藤二等書記官 

[中間評価調査団] 

（独）国際協力機構(JICA)  経済開発部 資源・省エネルギーT 芦野チーム長 

                 〃     〃 門屋職員 

（財）省エネルギーセンター 国際エネルギー環境協力センター 縫部所長 

（株）ピオニエ・リサーチ 小野澤社長 

[JICAポーランド駐在員事務所] 

 高嶋所長 

[JICA長期専門家] 

 チーフアドバイザー 岩波専門家 

 省エネルギー技術（電気） 高橋専門家 

 調整員 寺崎専門家 

 

芦野 

ECTCへの協力への謝意、調査団の目的、プロジェクトについて説明。 

学長 

EUにおいては、大学と産業との連携、成果は重要な項目。エネルギー分野においてもこれは同様。

ECTCに関心を寄せているが、大学において十分ECTCが活用されていないので不満がある。 

日本政府、JICAへの「ポ」国への協力に対し、感謝している。近代的な設備が必要であるから。 

これから「学問的な」分野による大学とECTCの関係を考えていきたい。ECTCの活動をより国際的

にしたいと考えている。 

国際的な活動を広めるため、お互いのことを知る必要があるので、まずは大学のプレゼン（エネル

ギー分野）をしたいと思う。 

 Ph.D Roman Bbutよりプレゼン 

副学長 

エネルギー部門での外国のパートナーがいる。一例を挙げれば、ブッシュ大統領のエネルギー部門

の顧問が大学を訪問した。 

芦野 

センターオブエクセレンスとしての機能があることを理解した。 

2008年６月、プロジェクト終了後は日本のODAはない。 

従って、後半は研修を積極的にセンター、機材を活用していきたいと考えている。 

大学側 

前からECTCの将来を考えている。プロジェクト終了後の機材の所有権問題も大事。 
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場所提供の拡大、日本側は機材の近代化の援助を行うことが考えられる。 

日本政府の状況は理解しているが、新しいパートナーを求めることも可能だと考えている。 

プロジェクト後、日本その他の研究機関との連携をとった研究所の設置も可能性あり、博士課程、

教育機関、「研究機関」としての機能が必要であると考えている。 

なんらかの共同プロジェクト、双方が資金を出しあうことも想定される。 

「ポ」国側からすれば、産業、経済発展の後押しにある、環境問題への研究も可能、国際レベルの

研究所へ発展すればいい。企業も感心をもっているところもある。日本側が協力に関して関心があ

れば、小委員会のようなものを作って、報告書を作成もできるのではないか。 

1997年に日本との協力が始まった。最初のプロジェクトは、JICAと工科大学、KAPE３者との間で

考えていたが、最終的には工科大学は外れた。 

KAPEと工科大学との契約書において、 

１、工科大学が場所を提供する。 

２、学生の教育のために利用できる。 

３、ECTCが実施する研修において、工科大学の先生が臨時教員として採用されるということ。 

１は、守られている。２は、さらによくすることがKAPEと協力することで可能。３は、たまにし

かないので、改善の余地がある。 

特に３については、プロジェクトに関して、完全に受身的な立場。それぞれの研修において、工科

大学のコストが安ければ受けるということになっているので、受身になっている。これからの発展

するためには、工科大学の先生をよりECTCにおいて活用することが必要になっている。契約が活

動の幅を狭めている。 

芦野 

R/Dにおいては、研究ということは入っていないが。JICAとしては、あくまでも産業界への技術普

及が目的と考えている。その目的において、工科大学の先生が関わるということは良いことである

と思う。プロジェクト終了後、日本の会計検査院が調べたとき、産業界への普及がなされていない

と、大きな問題になる。 

研究のためはだめというのではなく、研究もハーモナイズされることが必要だと考える。 

縫部 

機材を教育用に使うことは、いいことだと考えが、ECTCの研修に参加した学生が何人くらい産業

界に入っているのか？ 

大学側 

「ポ」国は５年制、ECTCに参加したのは４年生が多いので、今ははっきりしたことはわからない

が、来年以降は答えることができると思う。 

工科大学の公共セクターにおけるエネルギー問題というクラスにおいて、港湾会社の人が参加し、

その人の部下を送ろうとした（会社の都合で実現はしなかったが）。 

セムチェック 

これまでの工科大学との関係は、円滑だと思うが、工科大学側はそうではない。なぜなら、過大な

期待をしていたからではないかと思う。 

当初は、工科大学のエネルギー研究所の方が積極的に関わった。機材のトラブルが発生したときに

は、協力をしていただいた。 

最初は、場所提供は無償であったが、税務上多少の金額を払ったほうがいいので、払っている。機
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材は、KAPEが管理することになっているが、実際はエネルギー研究所とKAPEの共同管理になって

いる。個人的には、工科大学の先生をさらに活用したほうがいいと考える。 

研修の先生に、工科大学の先生を雇用することは考えていない、産業界からのみ考えている。 

学長 

「ポ」国にとっては、エネルギーは重要な問題、政治的、経済的な面において。「ポ」国はエネル

ギー源が少ないが、石炭はあるので、研究テーマが沢山あると考えている。また、省エネポテンシ

ャルはあると思う。そのためには、知識と教育が必要。今は、「ポ」国政府もエネルギー問題の大

切さは理解していると思う。そのため、ECTCの活動において、一緒になってこれからの活動をど

のようにするかを、一緒になって考えたい、早い時期に結論を出したほうがいいと思う。田邊大使

にも今日のことを話してほしい。近日中にこちらからも大使を招く予定。 

芦野 

工科大学とも今後積極的、一緒に議論していきたい。 
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開催年月日 2006年10月31日 午前10 時00分～11時00分 

場所 ポーランド 経済省 

出席者 

（敬称略） 

[経済省] 

Mr. Zbigniew Kamienski局次長 

Mr. Andrzej Guzowski職員 

[KAPE] 
Prof. Tadeusz Skoczkowski総裁 

Mr. Miroslaw Semczuk PM 

[在ポーランド日本大使館] 

佐藤二等書記官 

[中間評価調査団] 

（独）国際協力機構(JICA)  経済開発部 資源・省エネルギーT 芦野チーム長 

                 〃     〃 門屋職員 

（財）省エネルギーセンター 国際エネルギー環境協力センター 縫部所長 

（株）ピオニエ・リサーチ 小野澤社長 

[JICAポーランド駐在員事務所] 

 高嶋所長 

[JICA長期専門家] 

 チーフアドバイザー 岩波専門家 

 省エネルギー技術（電気） 高橋専門家 

 調整員 寺崎専門家 

 

局次長 

経済省は、ミニッツにサインする必要はあるか？ 

芦野 

可能であれば、ウイットネスでサインして頂きたい。 

局次長 

今後、サインをするのであれば、前もって書類を出してほしい。 

→今回は、KAPEとJICAのみでサインする。 

芦野 

今後２回は調査団は来るので、将来的には経済省もサインしてほしいと考える。 

 

＜経済省からプロジェクトへの予算について＞ 

芦野 

2007年度、2008年度予算の確保・執行の確実性は？ 

局次長 

M/M記載は間違っていない。 

2007年度、288,000ドル確保を予定。 

774,000ドルの予算確保は、４年間での予定だった。 

2004年度、及び2005年度は確保されなかった。 

2006年度は、186,000ドルを予定。 

2008年度についても、ミニッツの予定どおりの金額を確保する予定。 
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＜プロジェクト後の運営資金＞ 

芦野 

KAPEは独自予算でプロジェクトを運営できると思うか？ 

局次長 

今までの日本側投入予算も教えて欲しい。経済大臣に予算確保を説明する際に必要なので。 

芦野 

大まかな予算内容は提供できるので、提出するようにする。 

芦野 

日本の省エネセンターは70％が補助金で運営されている。したがって、「ポ」国のECTCに対しても、

将来的に補助金を確保するようにしてほしい。 

 

＜日本の省エネセンター運営予算について＞ 

縫部 

日本の省エネセンターの活動について説明。 

工場診断、政府の支援政策等の情報提供、民生部門、運輸部門等。 

活動予算は、１年間で約１億円、そのうちECCJが稼いでいるのは10％（情報誌販売等）、４％が協

賛企業からの支援金。 

日本は省エネ法に基づいたエネルギー管理士制度管理の受託、全体の15％（実費のみ、もうけには

ならない）。 

６年前は、この半分の予算だった。増加分は経済産業省からの補助金増加。 

省エネ普及のためには、国が積極的に関与する必要があると個人的には考えている。 

局次長（説明後の感想） 

2008年度以降、ECTCが永続的に活動できるようにすることを考えている。 

「ポ」国は、他のEU諸国と比べエネルギー効率悪いので、向上させていかなければならないので、

省エネ活動は重要であると考えている。 

したがって、ECTCは重要、ECTCと工科大学との関係強化もひとつのアイデア、教育部門だけでは

なく、産業界とのつながりを強める必要があるように思う。そのことは、田邊大使と工科大学学長

とも少し話していると思う。 

日本のやりかたをそのまま移転することはできないと思う。なぜなら、 

１．日本ほど予算がない 

２．企業の自発的な省エネをめざす、規制、義務ではなく 

縫部 

日本は工場診断は義務ではない。 

芦野 

予算については、「ポ」国政府の判断次第。 

 

＜省エネ法について＞ 

芦野 

省エネ法の実現化、進捗は？ 
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局次長 

KAPEはドラフトに必要な情報のとりまとめを行っているだけである。 

2006年 前提となる情報の準備 

2007年 ドラフト作成 

2008年１月 施行 

省エネ法の内容については、まだ決まっていない。 

ある分野のみ（産業だけ）ではなく、全体の方針づける内容の予定。 

芦野 

JICAのプロジェクトの成果と、その省エネ法がうまくシンクロするような形であるとこちらも望ま

しい。 

局次長 

よい法律をつくるために必要なアドバイス、情報をぜひ教えてほしい。 

 

＜EU基準について＞ 

芦野 

最新の動きは？ 

局次長 

グリーンプランに基づくアクションプランが１か月前に作成された。 

そのアクションプランについて議論されている。概要は、以下のとおり。 

最終消費者による省エネ 

エコプロジェクト 

商品製品における省エネ基準 

建築物におけるエネルギー効率基準 

 

＜ホワイト、グリーンサーティフィケイト＞ 

局次長 

グリーンサーティフィケイトは2005年度開始、評価されている。風力発電、日本の投資家とも協議

した。成果があがりつつある。 

レッドサーティヒケイト（熱）は準備段階である。 

ホワイト（省エネ促進）新しい省エネ法の一環として導入を考えている。 

縫部 

EU、各工場へのCO2排出割り当てはされたのか？ 

局次長 

2005～2007年、CO2の売買開始、2008～2012の間に導入される割り当て案をEUに提出ずみ。 



 
Evaluation Grid for the Mid-term Evaluation 

October 31, 2006 
Evaluation 
Questions 

Survey Result Remarks 

Conclusion 
The Mid-term Joint Evaluation Team concludes that the Project has been implemented 

efficiently and effectively and has been steadily producing tangible results. The C/Ps at ECTC 
have acquired knowledge and skills in energy conservation technology enough to design and 
implement training programs meeting needs of Polish industry sectors at this stage. Training 
programs covering a variety of themes and topics for different target groups have been launched 
successfully. A series of training has been scheduled regularly.  Attention and response from the 
industry sectors have been gradually increasing. 

The C/Ps in the course of the technical cooperation with a help from Japanese experts have 
adopted the new skills and knowledge on energy conservation. Such capacity has been utilized to 
start training programs to promote energy conservation at ECTC. Currently Executive-Manager 
Training, ad hoc training and thematic training program have been launched and scheduled 
regularly. 

The Japanese experts continue to provide C/Ps with practical experience in auditing to give 
them opportunities to learn and deepen skills and knowledge necessary for energy conservation 
training. The field experiences, in particular, factory-based energy audit training, assisted by the 
Japanese experts, were the best opportunities for the C/Ps to enhance their competencies. The 
C/Ps have been able to acquire practical skills and knowledge important for energy conservation 
in factories in Poland and to apply their experiences to development of the training courses.  
The Project has been enhancing capacity of ECTC on energy conservation and becomes an 
instrument for KAPE S.A. to recommend future legislative changes necessary for Poland to adopt 
EU’s initiatives for energy conservation particularly to improve access to auditing in the industry 
sectors. KAPE S.A. is in a position to address these issues and to be able to advise legislators on 
the energy conservation policy in Poland. The Project has contributed to enhance the capacity of 
ECTC in raising public awareness on energy conservation. 
The project is only a half way and there is much work to be done in order to achieve the Overall 
Goals defined by two governments and R/D signed in June 2004. Polish and Japanese team is 
determined to continue its energy conservation efforts and to achieve good results of promoting 
energy conservation technology in Poland.   
1. Relevancy 
 The relevancy of the project is still high at the time of the evaluation because 

of the following reasons:  
・ First, ECTC is the only center in Poland that promotes energy conservation 

technology to the industry sector through training and provision of energy 
saving related information. The project plays an important role for a 
showcase and a window to promote importance of energy conservation in 
industry;  

・ Second JICA has identified that the technology transfer in 
energy-conservation from Japan is relevant for Poland because Japan has 
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overcome a series of oil crises by promoting rational use of energy and has 
achieved to the lowest level of overall energy intensity in the whole world. 
Technical advantages in energy consumption and experiences on energy 
saving of Japan would be valuable asset if they were transferred to Poland. 
Such technical cooperation is in line with Japan's Official Development 
Assistance (ODA) policy. ECTC has already started  

・ Lastly, energy conservation of industry sector in Poland needs to be much 
improved through promotion of energy-saving technology, raising 
awareness of stakeholders and, if possible, strengthening legislative 
framework. The mandate of KAPE is in line with such vision and the 
Project will strengthen KAPE’s ability to achieve such vision.    

 Who are 
identified as 
primary 
beneficiaries of 
the project? 
How do you 
estimate the 
magnitude of 
their benefit 
from the 
project？ 

Primary beneficiary of the project is industry 
establishments. There is a growing interest and attentions in 
training activities of ECTC from the industry sector. Because 
the promotion of training program is in progress and is under 
development. Still too early to estimate the benefit from the 
project. The magnitude of the project, however, is expected 
to be high when the project sustains to promote energy 
saving technology to polish industry because such idea is 
still relatively new in the industry and the room for 
improving energy intensify is huge.  

  

 Who are 
identified as 
secondary 
beneficiaries of 
the project? 
How do you 
estimate their 
magnitude of 
the benefit 
from the 
project? 

Secondary beneficiaries are undergraduate and graduate 
students of Warsaw Polytechnics who receive energy-related 
training using material and equipment of the ECTC. 
Currently ECTC has an agreement with the university that 
ECTC allows university to teach student energy conservation 
using the facility. The students are able to acquire knowledge 
and skills in energy saving and are expected to practice such 
technology in industry when they complete the study. 

 

 The project’s 
relevancy in 
relation to 
macro-economi
c policy (e.g. 
Promotion of 
Small and 
Medium-sized 
Enterprises and 
export-oriented 
industries)? 

The Project’s target of promoting energy efficiency is on 
small and medium-sized enterprises (SME) because large 
enterprises have financial and technical resources to adopt 
and enhance energy conservation by their own resources and 
initiatives. SMEs need technical assistance and other 
supports from outside for improving productivity and energy 
consumption. ECTC recognize its roles to meeting such 
needs from SMEs.  

 

 Relevancy in 
relation to 
environment 
policy (e.g. 

EU proposes the member states to takes various measures 
for promoting promote energy reduction. Recently, EU 
published the Action Plan for Energy Efficiency: Realizing 
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Energy related 
policies and 
reduction of 
CO2 emission) 
particularly 
those of EU? 

the Potential (Oct. 19, 2006) to “mobilize the general public 
and policy makers to transform the internal energy market in 
a way that provides EU citizens with the globally most 
energy-efficient infrastructure, building, appliances, 
processes, transport means and energy systems.”  The 
Action Plan outlines a framework of policies and measures 
with a view to intensify the process of realizing the over 
20% estimated savings potential in EU annual primary 
energy consumption by 2020.  

One of priority actions listed is “facilitating appropriate 
financing of energy efficiency investments for small and 
medium enterprises and Energy Service Companies”. The 
EU commission will offer a finance packages specifically 
aimed at small and medium enterprises and Energy Service 
Companies to adopt energy efficiency savings identified in 
energy audits in 2007 and 2008.  

2. Effectiveness  
 The team identified that the Project Purpose, “ECTC is established as the 

governmental structure for promotion of the energy conservation of Polish 
industrial sector” has begun to be achieved in various parts of the Project. 

A variety of training programs targeting to different audiences have been 
started and scheduled regularly. Learning level of C/Ps who provide training to 
participants form industry has been improving. In particular, support from 
Japanese experts is presently concentrated on providing C/P to gain practical 
experience through audit training in factory.  Effectiveness of the training has 
been improved continuously based on the result from monitoring using 
questionnaire to participants.  

More training programs targeted to advance level participants is to be 
developed and to be implemented in the course of technical cooperation.   

 

 In the light of 
the project 
purpose, ECTC 
functions to 
promote the 
energy 
efficiency 
technology in 
the industry?  

ECTC is the only institution in Poland to promote energy 
efficiency in the industry. Since the official commencement 
of the center in June 2005, the public sector’s attention to the 
center is steadily increasing. For example, training programs 
offered by ECTC since December 2005 have received 
favorable feedback from the participants. Some participants 
of the training came to the training by word of mouth. 
Access to the center’s web page has counted by 4,000 so far 
and it is increasing. Some private sector companies have 
approached ECTC to execute a corporate training agreement 
to tailor their employee training.  
As such, the Project has launched successfully and would 
expect to produce tangible outputs in the course of the 
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technical cooperation. 
 Has the project 

gained impacts 
as planned in 
the area of 
policy –making 
and promotion 
activities? How 
do you evaluate 
the 
achievement of 
the project 
purpose in this 
respect? 

Though policy recommendations are not within the scope 
of the Project Activities, attainments and learning of C/Ps 
from the Project have benefited KAPE to utilize such 
capacity for application to policy issues and legislative 
framework that support private initiatives on energy 
conservation by industry. As a self-standing 
quasi-governmental agency, KAPE is in such position to 
support government’s initiative when requested.   
 The Project has been recognized by Polish and EU policy 
makers. The center is a pioneer in EU area to promote energy 
conservation through providing training in energy 
conservation technology.  The energy commissioner of EU 
visited the Project on December 5, 2005.  

 

 Has the project 
gained impacts 
as planned in 
the area of 
training? How 
do you evaluate 
the 
achievement of 
the project 
purpose in this 
respect? 

Since December 2005, the Project has carried out a series of 
training (Total of 14 training with 231 participants). ECTC 
has collected feedback through questionnaire from the 
participants. The analysis from the questionnaire indicate 
that the training were found useful.  

 

  What are 
major 
institutional 
obstacles to 
implement the 
project 
effectively? 

The general awareness on energy conservation in Poland is 
still weak because the priority of the industry sector has been 
production not conservation of energy. Lack of institutional 
arrangement such as existence of energy law and compulsory 
energy saving in industry is obstacle for promoting energy 
conservation effectively. Poland lacks strong enforcement 
mechanisms based on legislation and compulsory policy 
target for energy reductions in industry sectors. (Currently 
energy conservation in building and housing sector have 
been enforced through labeling, taxation and provision of 
subsidies. Similar policy support to industry sector may be of 
consideration). 

 

  What are 
major obstacles 
in facility and 
equipment to 
implement the 
project 
effectively? 

There are no major obstacles in facility and equipment to the 
project.  

 

 What are major 
obstacles to 

Undisturbed production is a norm in Polish industry. Energy 
conservation placed relatively low priority because the
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promote 
energy-saving 
technology in 
Poland? 

conservation placed relatively low priority because the 
production is  

3. Efficiency  
 The planned outputs begun to achieve by effectively utilizing the given input 

while individual C/Ps have some additional capacities to grow in the remaining 
duration of the Project. Both sides brought necessary resources according to the 
plan defined in R/D. C/Ps acquire capacity enough to utilize training facilities 
and to develop training programs.  

 

 In relation to 
the output 0, 
ECTC’s 
administration 
and 
management 
structure are 
established, 
were the 
overall quality, 
quantity and 
timing of input 
(e.g. 
assignment of 
Polish 
personnel, 
long and short 
term experts 
form Japan, 
budgetary 
allocation, 
etc.) 
appropriate? 

The organization of the project is established as planned. 
 
The project has been implemented thriftily. Because KAPE’s 
finance relies on outside resources, using available resources 
have been carefully carried out. For instance, selection of the 
project site and its lease agreement with Warsaw Technical 
University saves a large amount of money to cover the rent. 
Such arrangement with the university provides the Project a 
good access in a large capital city like Warsaw. It also allow 
Project to use public transportation rather than maintaining 
own motor vehicles for the Project.  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 In relation to 
the output 1, 
ECTC is able 
to implement 
the training 
course, were 
the overall 
quality, 
quantity and 
timing of input 
(e.g. training 
of instructors, 
teaching 
materials, 
preparation of 
curriculum, 
number of 

There has been six audit trainings carried out for training 
C/Ps so far. The audit training is to a good opportunity for 
C/P to further deepen the knowledge and skill required for 
trainers. Auditing experiences at the real factories has 
provided the best opportunities to apply their knowledge and 
skill acquired through lab-based training provided by the 
experts.  
Audit training, at the same time, has worked out very well to 
promote awareness of energy conservation. It has led some 
factories request ECTC to provide a tailor-made training for 
their technicians and engineers in exchange to allow ECTC 
trainers to carry out auditing training at their factories.  
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courses 
offered, 
number of 
trainees 
participated, 
etc. ) 
appropriate? 

 In relation to 
the output 2, 
ECTC is able to 
follow-up the 
trained trainees 
after the 
training 
courses, were 
the overall 
quality, 
quantity and 
timing of input 
(e.g. variety of 
follow-up 
programs, 
frequency, 
networking, 
etc.) 
appropriate? 

ECTC has furnished a database containing information of 
trainees who attended various courses carried out. The 
Project regards that the database is an important asset that 
can maintain customer base for the center. In particular, 
center is preparing a 5 day-long training for more advanced 
trainees. Those who attended the previous training would be 
the primary target for marketing and promotion of such 
training course. Another example is that thematic training 
courses are planned and carried out based on follow-up and 
post-training questionnaire survey. Selection of training 
topics and arrangement to tailor the industry’s own needs is 
one of important outcomes from the follow-up activities of 
the Project. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 In relation to 
the output 3, 
ECTC is able to 
support 
companies 
concerning 
energy 
efficiency, were 
the overall 
quality, 
quantity and 
timing of input 
(contents and 

It is the Polish government’s policy that energy conservation 
depends upon the market mechanism. The drive for investing 
energy conservation relies on the private initiatives. 
Therefore, the role of ECTC in promoting energy 
conservation technology is to assist the private sector to meet 
their needs for energy conservation through training, 
provision of practical information of good practice, case 
study, and possibly auditing.  
The activities of the project support ECTC playing such a 
role in energy conservation in Poland.  
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extent of 
support, 
frequency, etc.) 
appropriate? 

 In relation to 
the output 4, 
ECTC is able to 
provide 
information on 
energy 
conservation 
for factories, 
were the 
overall quality, 
quantity and 
timing of input 
(database, 
networking, 
selection and 
variety of 
information, 
etc.) 
appropriate?. 

Provision of information is in progress. Some good practice 
and case study obtained from Japanese industry 
establishments have been translated into the Polish language. 
The translation, however, depends on extensive technical 
translation.  When it became available to the public, it 
would be a practical and useful source of information to 
Polish industry.  
The Project is in preparation of posting other information 
regarding energy conservation technology on their webpage. 
Proceeding of conferences, summary of lectures, and 
presentation from open door events are to be posted on the 
web.  

 

 What are major 
institutional、
financial and 
administrative 
obstacles to 
implement the 
project? 

KAPE is a self-standing entity and it depends on heavily 
outside financial resources. The project has been carried out 
under limited financial resources until 2005. KAPE has 
managed to secure some financial resources by carefully 
reviewing expenditures.  
Through the effective development and marketing of training 
programs meeting variety of needs of the industry sector, 
financial base would be strengthened. Because, successful 
implementation and marketing of training itself can finance 
ECTC’s activities.  

 

 What are major 
obstacles to 
promote 
energy-saving 
technology in 
Poland? 

Undisturbed production is a norm in Polish industry. Energy 
conservation placed relatively low priority because the 
production is  

 

Impact  
 It is still too early to see a visible impact from the Project because it is only a 

half way of the duration. The project activities, however, have increased the 
credibility and visibility of ECTC.  Secondly, ECTC extends its training 
program tailored for technicians in factories by request from the industry. 
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 What are 
expected 
positive 
impacts 
resulting from 
the project? 

Because ECTC is located within the university facility, the 
equipment provided from Japan has been used for university 
education when they are not used by the center. C/Ps assist 
such lecture and training so that the students are able to 
acquire basic knowledge and skill necessary for energy 
conservation.  

 

 What are 
unexpected 
positive 
impacts 
resulting from 
the project 

There have been some contribution aiming private sector 
promotion and networking. For example, a lighting company 
proposed to provide the center a training equipment in 
saving energy through replacing regular light bulbs to 
florescent. A manufacturer of air conditioning systems 
donated the center a system to demonstrate energy-saving 
through controlling room temperatures utilizing so-called 
“intelligent system”. There are a few other partnership 
opportunities with the private sector. Such partnership with 
the private sector is an example of impact produced from the 
project.  
 
On going policy development of drafting out a legislature on 
energy conservation is an impact produced by the outcomes 
from the Project.  

 

 What are 
expected 
negative 
impacts 
resulting from 
the project? 

Not identified at the time of evaluation 
 
 

 

 What are 
unexpected 
negative 
impacts 
resulting from 
the project? 

Not identified at the time of evaluation 
 
 

 

5. Sustainability   
 The Evaluation Team concluded that it is still early to predict the 

sustainability of the Project. Under the current organizational arrangement of 
ECTC/KAPE, financial dependency from outside resources and EU’s policy 
initiatives to promote energy conservation, the following two issues need to be 
addressed:  

First, on-going training must be implemented and promoted because the 
training course itself is a tool to strengthen ECTC’s credentials and visibility 
in the industry. On going efforts of strengthen ECTC’s capacity through 
Japanese support is in line with this direction. Practical experience gained 
from the Project activities will enhance the capacity of the C/P as well as 
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quality of training program implemented by the center.  
Second, ECTC’s attempt to extend its services to wider clients is a right 

direction to assure sustainability of the project. On-going efforts of developing 
new training (e.g. training for more advanced trainees, diversifying training 
themes, networking with the private sector, implementing a tailor-made 
industry-sector-specific training) would help ECTC strengthen client bases.  

 Please explain 
about the 
prospect of 
maintaining 
the 
strengthened 
capacity of the 
ECTC after 
the 
termination of 
the 
cooperation 
period. 

The sustainability of the Project depends on financial 
situation of KAPE. There has not been a concrete assurance 
of future plan of the Project after the termination of the 
Japanese support in July 2008.  
 
There have been some indications that Min. of Economy has 
decided to draft out a new energy conservation law to 
harmonize those of EU. KAPE has nominated to prepare 
such legislation and will become platform to implement nad 
enforce such legislation.  
 
For the training, the Project has carefully evaluating Polish 
market and its needs of training. When the five-day long 
auditor training is in place, the need assessment of Polish 
industry would be completed. It is believed that training 
itself can finance the center’s activities if training program is 
properly planned, scheduled and implemented. In addition, 
implementation of training itself would improve and assure 
the center’s credentials and visibility.  
 
There is a ten-year agreement between KAPE and the 
university to utilize the facility and equipment for the 
university research and education for undergraduate and 
graduate students. In exchange, KAPE secures the space and 
a part of concurrent cost necessary to maintain the facility.  

 

 Why ECTC 
thinks so? 
Any 
assurances?  

Under EU’s action plan for energy conservation, the member 
states need to establish measures to support access to 
auditing and other supports to energy services providers. 
When the measure is put in a place, ECTC would become an 
implementing agency.  
 

 

 What are and 
will be 
specific 
measures and 
arrangement 
to maintain 

KAPE is committed to maintain the outcomes form the 
project to disseminate newly acquired knowledge and skills. 
KAPE has realized the significance of the roles that the 
private sector plays in energy conservation. To achieve the 
project’s overall goals, KAPE seeks a partnership with the 
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the outcomes 
from the 
projects.  

private sector through executing corporate agreements to 
provide training to their employees. The arrangement would 
strengthen not only the financial sustainability but also the 
impact of the project. 

 Please explain 
about the 
specific 
measures and 
arrangements 
to strengthen 
financial 
autonomy.  

The project believes that reaching out more industry 
establishments through regularly scheduled training is a 
measure to strengthen financial autonomy of the center. 
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４．運営指導調査団帰国報告資料 

１．調査の背景 

ポーランド国（以下、「ポ」国と記す）は、石油及び天然ガスの消費増加に伴い、1986年以降エネル

ギー輸入国に転じた。かかる状況を受け、1997年にエネルギー法の制定、同法に基づく国家エネルギ

ー政策指針の策定を経て、エネルギー安全保障、産業競争力強化、環境保全を目標とした政策を推進

している。現在これらの政策は同国において、エネルギー効率や環境に係るEU基準への適合をはじめ

としたEU加盟を実現するための重要政策課題のひとつと位置づけられている。 

 一方、「ポ」国は上記取り組みに並行して、我が国に開発調査「省エネルギー計画マスタープラン調

査」を要請した。1997年から２年間にわたる同調査の結果、産業界では工場の省エネルギー対策が適

切に推進されていないという問題点が指摘され、対処策として省エネ法体制の整備、及び省エネルギ

ー技術センター（Energy Conservation Technology Centre：ECTC）の設立が提言された。 

 かかる背景のもと、省エネ技術者育成及び情報普及を担う組織としてECTCをポーランド省エネルギ

ー公社（Polish National Energy Conservation Agency：KAPE）に設立し、産業界のエネルギー効率向上

を達成するために、2001年５月「ポ」国政府は本件に対する協力を日本に対し要請した。これを受け、

これまで数次の協議を経て、2004年７月よりプロジェクトが開始された。 

 現在はプロジェクト開始後１年２か月を経過し、プロジェクト前半期の主要業務である研修コース

の設立に関し、実習用施設の設立、研修カリキュラム・テキストの作成等を完了し、11月の研修開始

をめざして順調に活動を進めている。 

 

２．調査の目的 

 本調査団は、プロジェクト開始後からこれまでのプロジェクトを取り巻く環境の変化、及びプロジ

ェクトの進捗状況をモニタリングし、現地関係者と協議のうえ、プロジェクトの目標達成に向けて今

後の活動計画の見直しを行うことを目的とする。また、モニタリング結果に基づき、プロジェクト・

デザイン・マトリクス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画表（Plan of Operation：PO）、暫定実

施計画（Tentative Schedule of Implementation：TSI）等の各計画書のリバイズを行う。 
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３．調査団員 

No. 名前 担当分野 所属 

１ 芦野 誠 

Mr. Makoto Ashino 
団長/総括 

Leader 
国際協力機構 経済開発部 

資源・省エネルギーチーム長 

Team Leader,  
Economic Development Department, 
Group II, Natural Resources and Energy
Conservation Team, JICA 

２ 縫部 綴 

Mr. Tsuzuru Nuibe 
省エネルギー技術 

Energy Conservation
Technology 
 

財団法人 省エネルギーセンター 

国際エネルギー環境協力センター所長 

Senior General Manager, 
International Energy & Environment 
Cooperation Center, 
Energy Conservation Center Japan 

３ 青柳 仁士 

Mr. Hitoshi Aoyagi 
協力企画 

Cooperation Planning 
国際協力機構 経済開発部 

資源・省エネルギーチーム 職員 

Staff,  
Economic Development Department, 
Group II, Natural Resources and Energy
Conservation Team, JICA 
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４．調査日程 

date day time activities 

Dec. 4 Sun  Dept. Tokyo – Arr. Warsaw 22:40 

9.00 - Meeting with Vice-Rector for Scientific Research, Prof. Tadeusz Kulik 

10.10-10.50 Meeting with KAPE Management（continued after call on WUT） 

11.00-11.30 Meeting with Representatives of JICA Poland Office and JICA Experts 

11.30 – 12.15 Visiting Project Site 

15.15-15.45 Visit of EU Energy Commissioner Mr. Andris Pielbags  

Dec. 5 Mon 

16.00-17.00 Courtesy Call on Embassy of Japan 

9.30 – 10.30 Meeting with ECTC Staff  

11.00 – 13.00 
‘Open Door’ – 2 hours event for Parliament Members  and 
Embassies’ Representatives; a speech by Mr. Nuibe 

13.00 – 16.00 Meeting with JICA Experts 
Dec. 6 Tue 

16.15 - Courtesy Call on Ministry of Economy（Vice Minister Wilczak） 

09.30 – 12.00 Meeting with JICA Experts 
Dec. 7 Wed 

14.00 – 17.00 Meeting with KAPE 

09.00 – 10.30 Preparation, Minutes of Meetings 

11.00 - Reporting to Embassy of Japan 

12.20 -13.10 Lecture on ‘Energy Conservation in Japan’ by Mr. Nuibe  

14.30 -15.00 Signing, Minutes of Meetings 

Dec. 8 Thu 

15.30 - 16.00 Reporting to JICA Office Representative 

Dec. 9- 
Dec.10 

Fri-
Sat 

 
10:00 Signing, Minutes of Meetings 
14:00 Departure from Warsaw - arrival in Tokyo 
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５．主要面談者 

＜「ポ」側＞ 

（１）経済省（Ministry of Economy：MOE） 

Tomasz Wilczak Vice Minister 
Zbigniew Kamienski Deputy Director, Department of Energy Security 
Wieslaw Pawliotti Head, Department of Energy Security 

 

（２）欧州連合（European Union：EU） 

Andris Piebalgs Commissioner 
 

（３）ポーランド省エネルギー公社（Polish National Energy Conservation Agency：KAPE） 

Tadeusz Skoczkowski President（Project Director） 
Andrzej Wojtowicz Vice President 
Miroslaw Semczuk ECTC Directo（Project Manager） 
Katarzyna Zaparty Makowka ECTC Staff（Energy Efficiency Specialist）,KAPE S.A 

 

（４）ワルシャワ工科大学（Warsaw University of Technology：WUT） 

Tadeusz Kulik Vice Rector for Scientific Research 
 

＜日本側＞ 

（１）在ポーランド大使館 

小野 正昭 特命全権大使 
水城 幾雄 公使 
佐藤 昭彦 二等書記官 

 

（２）JICAポーランド事務所 

榎本 宏 所長 

 

（３）JICA長期専門家 

岩波 和俊 チーフアドバイザー 

高橋 進 省エネルギー技術（電気） 

森田 昌孝 省エネルギー技術（熱） 

寺崎 義則 調整員 
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６．調査結果 

６－１ プロジェクトの進捗状況と現地の様子（Power Point資料参照） 

・Counterpart Fund等日本側支援、WUT予算、KAPE予算の分担支援によりWUT内に３階建て（１

F実習設備、２F座学教室・会議室、３F長期専門家・スタッフ執務室）の建物が完成。 

・研修実施のためのカリキュラム・テキストの作成、実習設備の導入、講師の育成を実施済み。 

・既にマネージャーコースを２回実施（参加者13名＋11名）。その他、WUTの学生による講義を数

回実施。2006年度は通常コース５回、上級コース３回、マネージャーコース１回程度を実施予定。 

・今後の課題は上級コースの立ち上げと研修受講生の確保 

 

６－２ プロジェクトを取り巻く環境のモニタリング  

・EUは引き続き地球温暖化対策の観点から省エネ推進を重点課題としている。「ポ」国に対しては

省エネを強化するよう働きかけを強めている。省エネ政策をまとめた新しいGreen Paperを発行し、

エコデザインに関する新しいDirective、EU省エネ市場の創設、加盟国に対する６年間で６％の省

エネ推進規定等の政策を打ち出している。調査団滞在中にEUのCommissionerがECTCを訪問し省

エネ推進の政策的優先度の高さをアピールするなど、「ポ」国がEU委員会から受けている他の宿

題のフォローと合わせてトップダウンの圧力も強めてきている。一方、省エネに関する法規制の

強化をめざしたEU Twinning Projectは大きな成果を残せずに終了した。 

・「ポ」国経済省は「ポ」国独自の省エネ政策が進んでいない状況とEUの積極的な省エネ政策との

ギャップを埋めるため、政策努力を少しずつ強化してきている。経済省の副大臣（政権交代に伴

いピエホタ氏→ヴィルチャク氏。エネルギーがバックグラウンド）、局次長、課長等の本プロジ

ェクトに対する積極性は以前よりも改善されている。2025年までの省エネ計画策定、White 
Certificate（企業へ売買が可能な省エネ義務を課す制度）の計画策定等を実施している。 

・KAPEは利己的な性質は変わっていないが、現実的にものを考えるようになってきている。以前

はECTCを使ってどのように利益を上げるかという興味から非現実的なビジネスの提案が多かっ

たが、今回の協議では法律をはじめとする政府の支援がないなかでECTCはプロフィットをだす

ために省エネ研修に対する需要を開拓していく必要があるという現実的な認識をもっていた。ま

た、政策との連携が強まっている背景下、「ポ」国における省エネ推進について責任を有する機

関として自覚が強まっているように見受けられた。ECTCを日本、EU、「ポ」国の初の国際協調と

してモデルプロジェクトにしたいとの意向がある。 

・WUTはECTCを学生の教育に使いたいという意向から本件プロジェクトに対してKAPEとの契約

に基づき全面的なバックアップを続けている。学生の教育はECTCの活動に影響しないことを条

件に１か月に32時間まで施設を利用できることになっている。KAPEとしては将来の省エネを担

う人材となる教授、生徒にECTCを利用させるよう要望しており、WUT側も一定の理解をしてい

る。KAPEとWUTはお互いに協力関係にあるものの、様々な面で牽制しあっており、特にKAPE
のWUTに対するコンプレックスは根強いものがある。本来C/Pの中核的人材となるべきコプチン

スキー助教授がKAPEのマネジメントと折り合いが良くないため本プロジェクトへの関与が薄い

という問題点などがある。 

・在ポーランド大使館は非常に積極的に本プロジェクトを支援している。今回の副大臣へのアポイ

ントメントも大使館経由で取り付けた。大使館より、①「ポ」国は日本の支援であることを積極
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的に広報していこうとする国であり日本のプレゼンスを高める意味で支援したい、②一般的に

「ポ」国はポ日情報工科大学の成功事例に見られるようにC/Pがしっかりしておりプロジェクト

のやりやすい環境にあるといえるが、ECTCはC/Pの面で苦労しているようなので、大使館として

も「ポ」側に厳しいことをいう際には協力したいとのコメントがあった。 

・JICAポーランド事務所は撤退の方向。2006年１月末に協力隊調整員帰国（純減。その後、所長１

名体制）。2006年２月頃所長交代。2008年３月末を目途にポーランド事務所閉鎖予定。その後本

プロジェクトは本部直営となる見込み。 

 

６－３ 団長所感（協議結果） 

（１）概観 

本プロジェクト協力期間４年間のうち、約1.5年が経過し、これまで供与機材設置、研修コース

開始のための教材作りC/Pへの技術移転などを行ってきており、研修コース開始のための基盤作り

が整った状態と判断される。また、研修の実施についてこれまで２回実施するなど、現時点では

研修の本格的実施へ向け離陸したばかりの状態と判断される。 

今後残された協力期間において、C/Pへの更なる技術移転及び本格的な研修実施により、産業界

への省エネ促進が期待される。なお、EUは当国に対する省エネ促進が重要であるとしており、今

後本プロジェクトとEU省エネ方針との協調により省エネ対策が促進されるものと期待される。 

 

（２）プロジェクト計画（PDM、PO、TSI）の修正 

上記の検討をもとにPDMの改定について調査団から提言を行い、協議議事録（Minutes of 
Meeting：M/M）に記載し署名交換を行った。同提言をもとに中間評価実施時までに現地関係者（長

期専門家、MOE、KAPE、ECTC）で協議を行い最終案の合意文書を取り交わすこととした。その

際にPO、TSIについてもPDMの変更に合わせて改定を行う。PDMの主要な改定点としては以下の

通りである。（詳細は添付資料１．Minutes of Meetingsを参照。） 

・PDM「Outputs」の具体化と見直し 

・PDM「Indicator」の明確化と数値目標の設定 

・PDMの変更に連動するPO、TSIの見直し 

 

（３）プロジェクトの運営予算 

本プロジェクトのKAPE側の運営予算はこれまで無償資金協力の見返り資金により実施されて

きたが、経済省によると、2006年度からは2005年度の使い切れていない予算を繰越するとともに、

新規予算として186,000ドル確保している。2007年、2008年度までの資金については、討議議事録

（Record of Discussion：R/D）ANNEX VIIIに記載されているとおり必ず国家予算に計上する確約

を取り付けた。 

 2004 2005 2006 2007 2008 

経済省予算   186,000 161,000 139,000 

C/Pファンド 250,000 179,000    
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（４）C/Pの確保 

プロジェクト開始以来C/Pはフルタイム６名（パートタイムやアルバイトを含めると17名）の配

置となっており、R/Dに記載されている31名から大きくかけ離れている。このことについて、今

後本格的に実施される研修の内容、実施件数等を勘案しつつ配置を進めていく確約を経済省と

KAPEから取り付けた。 

 

（５）研修受講生の確保 

過去２回実施した研修において、「ポ」側の努力によるリクルートもあったが、参加者の約半数

は長期専門家が斡旋した日系企業からの参加者であった。今後残された協力期間内で研修受講生

のリクルートを専門家による斡旋から「ポ」側によるリクルートへシフトすることが重要である

と考えられる。研修受講生の確保についてのKAPE側の一層の努力について確約を取り付けた。 

 

（６）Professional Auditor（PA）に係るビジネスプランの見直し 

調査団からPA研修の実施について、現在の「ポ」国の市場から判断すると時期尚早と思われる

ため、Senior Auditorコースという名称に変更し、同コース参加者へのフォローアップが重要であ

ることを提案した。今後「ポ」側で同提案内容について協議し、後日JICAへ連絡をすることとし

た。 

 

（７）長期専門家の再配置 

現在長期専門家は４名であるが、2006年10月からは３名体制となる。2006年10月以降、特に総

括については対「ポ」国側との交渉を極力減らし、専門家／総括になる者への業務負担を軽減さ

せる必要がある。TORの見直しを今年度内目処に実施し、その中で業務量を調整する。 

 

（８）トルコとの協力 

トルコEIE/NECCの第三国研修への参加はトルコ側が認めればECTCとしては熱分野の専門家

（新規リクルート）と技術C/Pのマクフカ氏を参加させたいとの意向。トルコの成功事例から、ト

レーナーズトレーニングはプロジェクト後半期の予算状況を見つつ実施の方向で検討する。C/P
能力向上の評価、ローカルコンサルタントによる研修コースの質についての調査、実際の省エネ

効果の算定については今後検討することとした。 

 

添付資料１．Minute of Meetings（署名済み） 

２．技術団員所感 



1

ポーランド省エネルギー技術センター
運営指導調査団帰国報告（写真）

2

EU

KAPE

経済省
ワルシャワ
工科大学

ECTC

契約関係

国家予算

EU予算

EU予算

副大臣

局次長

課長

組織の一部

長専

CP

総裁

長官

ECTCを取り巻く現地の環境

＆キーパーソン

学長

副総裁

教授陣

学生

産業界

研修ｺｰｽ

研修料

×　2000

×　30000

Energy
Manager

3

KAPE

4

KAPE

5

ワルシャワ工科大学

6

ワルシャワ工科大学



7

ECTC（入口）

8

ECTC（1階）

9

トレーニングプラント（電気系）

10

トレーニングプラント（熱系）

11

ECTC（２階、3階）

12

研修の様子



13

EU Energy Commissioner

14

経済省
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添付資料２．技術団員所感 

縫部 綴（ECCJ 国際エネルギー環境協力センター所長） 

 

＜期日：2000.12.5～12.9、於：KAPE/ECTCほか、ワルシャワ＞ 

＜団員：JICA芦野団長・青柳、ECCJ縫部＞ 

 

１．実習設備の状況。 

＊全設備がいつでも運転できる状態に保たれている。＜別添資料参照＞ 

（ただし、ポンプ設備では６個の流量計のうち１個がパドル式で試運転時に故障し、メーカーに取

り替えさせた。その後も流量値が狂っているが、もともとパドル式は不安定な方式であり、推奨で

きない方式の計測器の例としてこのまま使う。） 

＊ワルシャワ工科大学では10月新学期に入ってから既に当該設備すべてを使って学生の実習を週に２

～３回の頻度で開始している。 

＊経営管理者向けコース（下記）でC/Pが運転して説明した。 

 

２．研修：経営管理者コース（定員20名）の開始。 

＜今年４回の計画を立てたが、２回実施がやっとの状況。＞ 

・１回目12月１～２日。13人。 

参加者の約半数は企業人。 

・２回目12月８～９日。11人。 

（縫部の講義だけ聞く関係者が10数人。工場におけるエネルギー管理・エネルギー診断のやり

方、改善のやり方を中心に実例で講義した。来年からスタートするオーディターコースに自社

の技術者を参加させるようにPRした。） 

 

３．オープンドアー（研修施設の一般への見学開放。･･･宣伝活動の一部。） 

12月６日（調査２日目）に行われた。国会議員・各国大使館へ案内しウェブサイト等で広報した

とのことだが、関係者以外の来訪者は２名だった（ハネウェル社、EU駐在員）。縫部が事前に頼

まれていた「日本の省エネルギー状況」のスピーチを行った。 

 

４．工場診断について、長期専門家からの意見。 

  目的： 

＊C/Pを短期専門家が行う診断に同行させてC/Pにユティリティー診断なら自分でできると

の実力と自信を付けさせたい。 

     ＊研修コースのプロモートに使う（少なくとも口コミで他の工場に伝わることを期待）。 

     ＊当該工場に省エネメリットが発生し、他工場・産業界に省エネ機運が醸成されるであろ

う。 

 

５．短期専門家派遣について長期専門家との意見交換。 

２月下旬から３週間程度･･･プロモーションセミナー＋工場診断。 

来年度の要望･･･工場診断のために２～４回の派遣を要望。 
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上記について、ともに診断対象工場がはっきりしていない。 

すなわち、これまでの長期専門家の努力による企業訪問では診断ニーズを有する工場が出てこ

ない。YKKなど日系企業へは頼み込めば受けてくれる可能性は感じられる。 

もし診断をさせてくれてもポーランドの企業は総じて企業秘密主義であり、プロモートのため

に実施例紹介に使わせてくれるかどうかなんとも言えない。 

ましてや、いずれ改善の成功事例となったとしてもbest practiceの事例として紹介を許諾しても

らえることは有り得ないだろう、と悲観的。 

 

具体的には、現在実施中の１回目・２回目の経営管理者コースに参加した企業に対してこれか

ら個別に長期専門家とC/Pで工場診断を持ちかけていく。どんな業種の工場が集まるかは見通しつ

かない。 

 

したがって、来年２月下旬からの短専派遣は、“どんな業種にも対応できる短専でユティリティ

ーを診断する方針”でゆく。コンプレッサー（圧空システム）と燃焼（ボイラー、炉など）がど

の業種にも共通でかつニーズがあると思われる。 

 

また、来年度の工場診断短専派遣は、集客状況に予想外の好転が生じない限り上記と同じ方針

で対処することになりそうである。回数については、集客状況とJICA本部の緊縮予算方針を考慮

すれば、２回程度の実現か？ 

 

短期専門家の人選は、上記の状況を踏まえて検討してゆく。 
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＜ミニプラント設備の状況＞ 
 

機材名称 試運転後～研修開始 その他コメント 

ボイラー 問題なし。 
WUTが学生の実習に10月から使

用している。 

バーナー 問題なし。 
WUTが学生の実習に10月から使

用している。 

スチームトラップ 問題なし。 
WUTが学生の実習に10月から使

用している。 

ポンプ 

流量計６個中１個がパドル式で、試運転時に

故障。メーカーにて交換させたがその後も指

示値は異常。＜教習上の問題はなし。・・・

右のコメント＞ 

元来パドル式は不安定な方式で

あり、推奨できない方式の例とし

てこのまま使う。 

WUTが学生の実習に10月から使

用している。 

コンプレッサー 問題なし。 
WUTが学生の実習に10月から使

用している。 

ファン 問題なし。 
WUTが学生の実習に10月から使

用している。 
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＜JICA ポーランド プロ技 運営指導調査 写真＞ 
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